
  

 

第５次行政改革推進計画の平成 29年度の取組結果 

１ 取組結果の概要 

大項目１ 財政の健全化 
進捗状況 

概ね順調に進捗するも課題あり 

【重点取組】 

財政収支の均衡と将来負担の軽減を図りつつ、持続可能な財政基盤の確立に向け、歳出構造の見

直し、歳入確保の取組推進、公営企業等の健全経営に取り組む。 

【進捗状況】 

   中項目の 3つの取組は、一部で課題が発生しているものの概ね順調に進捗しており、財政の健全

化に向けた取組は、着実に進捗していると評価した。 

 

◆ 中項目 ⑴ 歳出構造の見直し   概ね順調に進捗 

【取組状況】 

 ○ 優良な市債の有効活用により、後年度負担の軽減を図るとともに、財政健全化判断比率の推移に

留意した財政運営を図ったことから、実質公債費比率、将来負担比率ともに第 2次財政計画（以下

「財政計画」という。）の計画値を下回った。また、国庫補助金等の特定財源の確保や入札差金等の

留保などにより、平成 29年度末の財政調整基金の残高は約 107 億円を確保することができた。 

○ 「補助金に関する基本方針」に基づき、補助金を適正に執行するとともに、補助金の交付状況を

市ホームページで公表し、財政運営の透明性を確保した。 

 ○ 財政計画の範囲内での予算規模となるよう事業の見直しや経費の節減等を進め、平成 30 年度当

初予算は、財政計画比で 39 億円減の 965 億円となった。 

○ 公共工事の担い手の確保や適正価格での受注が可能な環境づくり、労働者の社会保険等未加入対

策を始めとする労働環境の改善に資する取組を進め、公正・透明かつ競争性の高い入札契約制度を

適切に運用した。 

○ 技術系職員を対象とした専門研修を開催し、公共工事等の品質確保とコスト縮減につながる技術

力育成を図った。 

【課題・改善点】  

 ○ 財政計画では、普通交付税の段階的な縮減の影響等により、今後も歳出が歳入を上回り、不足額

を財政調整基金で補う状態が続く見通しにある。引き続き、事業費の精査、特定財源の有効活用、

入札差金の留保等を通じて、歳出超過を財政計画の想定の範囲内に抑えつつ、財政調整基金残高の

推移を注視しながら、計画的な財政運営を図る必要がある。 

 

◆ 中項目 ⑵ 歳入確保の取組推進   概ね順調に進捗  

【取組状況】 

 ○ 市税等の収納率向上に向けた取組の推進のため、きめ細かな納税相談や納税指導、個別訪問を行

うなど徴収活動を強化するとともに、口座振替の推進など期限内納付の啓発を行ったことにより、

収納率は達成目安の93.53％を上回る94.06％となった。また、平成29年度から介護保険料及び後期

高齢者医療保険料の収納・徴収業務及び滞納処分を一元的に実施するとともに、徴収困難な債権に

ついても催告書の発送や納付相談を行うなど、適正な債権管理に取り組んだ。 

○ 未利用財産の売却・貸付けの促進については、売却可能資産の商品化及び情報発信を適時に行い、



  

 

普通財産の早期売却・貸付けを展開したことにより、売却・貸付額は達成目安の 322,247 千円を上

回る 527,174 千円の成果を得た。 

○ 自主財源の確保については、市の広報やホームページ、封筒の広告収入のほか、ふるさと納税の

促進などに取り組み、達成目安を超える収入を得た。 

【課題・改善点】  

○ 当市の歳入の主要な財源である市税等を確実に確保するため、更なる収納率の向上に向けた取組

が必要である。 

 

◆ 中項目 ⑶ 公営企業等の健全経営  概ね順調に進捗するも課題あり 

【取組状況】 

 ○ ガス事業及び上水道事業については、平成 29 年度から実施されたガス小売全面自由化への対応

と営業力の強化を図るための組織改編を行ったほか、水道事業に統合された簡易水道事業の一般会

計基準外繰出金を廃止し、収支構造の適正化に努めるなど、第 2次中期経営計画に基づき健全経営

に取り組んだ。 

 ○ 病院事業については、平成 30 年度から上越地域医療センター病院を管理運営する一般財団法人

を設立したほか、センター病院の改築に向けて基本構想策定委員会による検討を進めるなど、上越

市病院事業経営改革プランに基づき、中・長期的な健全経営に向けた取組を進めた。 

○ 下水道事業については、平成 32 年度の公営企業会計への移行に向けた資産調査を引き続き実施

するとともに、農業集落排水施設の統廃合に向けた準備を進めるなど、経営の健全化に向けた取組

を推進した。 

○ 国民健康保険特別会計については、特定健診未受診者への個別訪問などによる受診勧奨を行い、

受診率の向上とその後の保健指導につなげ、生活習慣病の重症化予防に取り組むことで、医療費

の抑制に努めた。 

○ 介護保険及び後期高齢者医療の特別会計については、平成 29 年度から債権管理を一元化し、さ

らなる収納率の向上に努めた。 

 ○ 第三セクターについては、累積欠損金を抱える法人の事業計画の進捗管理や定期的な協議を行う

ことにより、経営改善に向けた取組を促した。 

【課題・改善点】  

○ 下水道事業における農業集落排水施設の統廃合については、平成 29 年度に県との協議を含め、

より効果的・効率的な計画とするための詳細検討を行った結果、国への財産処分が1年延伸となり、

平成 30 年度に完了予定であった実施設計業務を平成 31 年度の完了として計画を見直すこととし

た。 

○ 新幹線新駅地区土地区画整理事業については、駅前開発が進んでいる状況や良好な住環境などを

説明しながら、保留地の売却を進める必要がある。 

○ 第三セクターについては、経営健全化に向けたこれまでの取組を検証するとともに、第三セクタ

ーに関する関与方針を定め、将来的な方向性を明確にする必要がある。 

  



  

 

大項目２ 行政運営システムの見直し 
進捗状況 

概ね順調に進捗するも課題あり 

【重点取組】 

   今後、歳入の減少が見込まれる中、限りある財源と人的資源を効率的・効果的に活用し、本来の政策

目的に沿った行政サービスを展開していくことが不可欠であり、このため、単なる一律削減ではなく、

強化すべきところへ確実に予算と人を配分していく「選択と集中」の仕組みを構築するなど、最少の経

費で最大の効果を発揮することができる行政運営の体制や仕組みの確立に向け、マネジメントシステ

ムの強化、民間活力の活用、公共施設の見直し、市民とのコミュニケーションの充実に取り組む。 

【進捗状況】 

   中項目の 4つの取組は、一部で課題が発生しているものの概ね順調に進捗しており、行政運営シ

ステムの見直しに向けた取組は、着実に進捗していると評価した。 

 

◆ 中項目 ⑴ マネジメントシステムの強化   概ね順調に進捗するも課題あり  

【取組状況】 

 ○ 施策評価や政策協議を行い、第 6次総合計画の重点戦略や地方創生の推進に資する新規・拡充事

業を精査・選定し、平成 30 年度予算に反映した。 

 ○ 事務事業の総点検の結果に基づく全 571 事業の改善・廃止の取組のうち、平成 29 年度は、47 事

業の取組が完了し、取組初年度の平成 26 年度から平成 29 年度末までに 492 事業、86.2％の取組が

完了した。 

 ○ 他自治体や他課の事務改善事例の取組を全庁で情報共有するとともに、職場単位で検討を行い、

事務の効率化や市民サービスの向上などに資する 136 件の改善に取り組んだ。 

【課題・改善点】  

 ○ 事務事業の総点検の結果に基づく取組を進める上で、課題が生じている取組があることから、早

期に今後の対応を決定する必要がある。 

 

 

◆ 中項目 ⑵ 民間活力の活用   概ね順調に進捗するも課題あり  

【取組状況】 

 ○ 学校給食調理業務委託について、新たに 3校で実施した。 

○ 平成 30 年度から上越科学館に指定管理者制度を導入するための準備を行ったほか、既に指定管

理者制度を導入している施設についてモニタリングを行い、指定管理者の適切かつ確実な施設サー

ビスの提供に努めた。 

【課題・改善点】  

 ○ 国の地方行政サービス改革の推進に関する留意事項を踏まえ、事業の見直しの中で新たに民間委

託が可能なものを検討する必要がある。 

 

◆ 中項目 ⑶ 公共施設の見直し   概ね順調に進捗するも課題あり  

【取組状況】 

 ○ 公の施設の再配置計画に基づき、平成 29 年度の対象 4 施設のうちの 3 施設に加え、クリーンセ

ンターの統合や有田区の小学校統合など合わせて 8施設を廃止したほか、1施設を一部廃止した。 

○ 公の施設等の除却について、計画した 10施設及びアスベスト対応の必要性から平成 29 年度に繰



  

 

り越した 1施設の除却を実施した。 

 ○ 市が借り受けている土地について、今後の利用を検討した上で、借地契約の解消（返還・買収）

や適正な借地料への見直しを進めた。 

【課題・改善点】  

○ 公の施設の再配置、借地の解消、借地料の見直しの取組について、引き続き、関係者への丁寧な

説明と協議を重ねながら進める必要がある。 

○ 「持続可能なまち」を見据え、そのために必要な施設の配置・機能・役割を明確にし、当該施設

の計画的な保全・長寿命化の推進を図る必要がある。 

 

◆ 中項目 ⑷ 市民とのコミュニケーションの充実  概ね順調に進捗 

【取組状況】 

 ○ 広報紙については、ユニバーサルデザイン紙面で特集記事を作成したほか、ホームページについ

ては、適切な更新を図るため職員向け研修を行うとともに、市政モニターアンケートや市民から寄

せられる意見を踏まえ、デザインの改善を行うなど、分かりやすい市政情報の発信に努めた。 

 ○ 市民と市長との対話集会を一般市民及び高校生を対象に 7回開催し、寄せられた意見等に対応し

たほか、パブリックコメントを年間 10 案件実施し、意見を各種計画に反映するなど、広聴活動を

推進した。 

 ○ すこやかなくらし包括支援センターにおいて、健康福祉及び教育分野の関係機関と密接に連携し、

子どもの育ちに関して包括的な支援を行った。 

○ 窓口業務において、接遇研修や窓口アンケートに基づいた見直しを行い、市民の満足度の維持・

向上に努めるなど、継続して窓口業務の改善を行った。 

 ○ 新たに作成した申請書類について、分かりやすく、迷わずに記入できるように記入項目や記入欄

の大きさなどを点検し、市民の利便性向上を図った。 

【課題・改善点】  

○ 引き続き、相談窓口のサービス向上に努めるとともに、木田庁舎の再編等に合わせて窓口環境の

整備について検討を行う必要がある。 

 

  



  

 

大項目３ 人材育成・組織風土の改革 
進捗状況 

概ね順調に進捗するも課題あり 

【重点取組】 

職員数の適正化と効率的な組織の見直しに取り組むとともに、職員の意識改革や資質向上に資す

る取組と、職員の能力が最大限発揮できる環境整備を推進する。 

【進捗状況】 

   中項目の 2つの取組は、一部で課題が発生しているものの概ね順調に進捗しており、人材育成・

組織風土の改革に向けた取組は、着実に進捗していると評価した。 

 

◆ 中項目 ⑴ 定員の適正化及び組織の見直し  概ね順調に進捗 

【取組状況】 

 ○ 第 3次定員適正化計画を基本としながら、今後の職員の退職・辞職や再任用の見込み等を把握し

た上で、平成 29年度の定員管理を実施した結果、平成 30 年 4 月 1 日現在の正規職員数は、計画値

より 20 人少ない 1,894 人となった。 

 ○ 東京オリンピック・パラリンピックに向けた機運を醸成する取組を進めるため、平成 30年 4月 1

日から、「体育課」を「スポーツ推進課」に改めた上で、同課内に「オリンピック・パラリンピック

推進係」を新設し、組織体制を強化した。 

 

◆ 中項目 ⑵ 人材育成の推進   概ね順調に進捗するも課題あり  

【取組状況】 

○ 若手職員の育成のため、階層別研修やＯＪＴ研修、市長との懇談会等を実施するなど、それぞ

れの職階・職種に求められる業務遂行能力・専門知識の向上を図った。また、専門性の高い外部

研修への受講を通し、専門職の育成や事務処理能力、政策形成能力等の資質向上を図った。 

○ 人事評価制度における評価者研修を実施し、制度の適正な運用に取り組んだ。 

 ○ 副課長級及び係長級職員を対象にメンタルヘルスセミナーを実施するとともに、所属長の面談を

通して職員の業務の進捗状況やメンタル面の不調の有無等を確認し適切な指導を行うなど、働きや

すい職場環境を整備した。 

【課題・改善点】  

○ 職員の事務処理能力、政策形成能力等の資質向上に向け、適宜、研修の内容や実施時期、対象者

等の見直しを行う。 

○ 引き続き、職員が心身ともに良好な状態で業務遂行できるよう職場環境の整備が必要であり、業

務の進捗管理を徹底し、時間外勤務及び長時間労働者数の減少並びに年次有給休暇の取得促進を目

指す。 

  



  

 

大項目４ 「新しい公共」の創造・推進 
進捗状況 

概ね順調に進捗するも課題あり 

【重点取組】 

 複雑・多様化する市民ニーズや社会経済情勢の変化に対応していくため、市民やＮＰＯ、住民組

織などによる公益活動の活性化や地域における様々な分野の支え合いを促すとともに、多様な主体

間の連携や協力、役割分担を見直すなど、人と人、人と地域、地域と地域、また異なる分野間の多

様な関係性の再構築に資する取組を推進する。 

【進捗状況】 

   中項目の 3 つの取組は、一部で課題が発生しているものの概ね順調に進捗しており、「新しい公

共」の創造・推進に向けた取組は、着実に進捗していると評価した。 

 

◆ 中項目 ⑴ 地域自治の推進  概ね順調に進捗するも課題あり 

【取組状況】 

 ○ 地域活動支援事業については、フォーラムの開催や市民活動事例集の作成・配布を行うなど、地

域の課題解決や活力向上のための地域住民の発意による取組を支援したことにより、平成 29 年度

は 382 件の提案がなされ、自主自立のまちづくりの機運醸成が高まった。 

○ 地域コミュニティへの活動支援については、地域が抱える課題解決のための話し合いへの支援や、 

平成 28 年度に事業を行った団体へのフォローアップを行い、地域の課題解決に取り組む人材の育

成に努めた。 

○ 地域協議会委員への研修や地域協議会をサポートする職員を対象とした情報共有のための会議

を行ったほか、地域協議会が直接地域の声を聴き、合わせて地域協議会の活動を周知するための意

見交換会を開催するなど、地域協議会の活動を支援することにより、身近なまちづくりや地域コ

ミュニティの一層の活性化を図った。 

【課題・改善点】  

 ○ 各地域協議会がその役割を十分に果たしていくことができるよう、各協議会の取組や課題の共有

を図りつつ、自主的審議の更なる活性化と協議会の主体的な活動を喚起するとともに、これらの取

組を的確にサポートしていく必要がある。 

 

◆ 中項目 ⑵ 市民活動の促進   概ね順調に進捗  

【取組状況】 

 ○ ＮＰＯ・ボランティアセンターを主体に、市民活動交流会を 9回、市民活動体験ツアーを 2回実

施したほか、市民活動に役立つ情報のメール配信を継続して実施するなど、市民活動への参画促進

と市民活動団体同士の連携を図った。 

 

◆ 中項目 ⑶ 取組推進のための環境整備   概ね順調に進捗  

【取組状況】 

 ○ 元気の出るふるさと講座を 12 地区で開催し、当初目標の 660 人を上回る延べ 851 人の参加があ

り、これまで以上に地域についての学びを深め、課題解決に向けた取組の実践を行うことができた。 

 ○ 職員の意識向上と体制整備については、活動事例を踏まえて新しい公共・協働の基本的な考え方

を学ぶ研修を行い、職員の理解を深めることができた。 

 



２　取組結果の一覧

取組状況の評価（Ａ：計画を越えて実施、B：計画どおり実施、C：一部実施できず、D：実施に至らず）
取組工程に対する評価（A：順調に進捗しており、目標は達成の見込み、B：取組に課題又は改善の余地があるが、目標は達成の見込み、
C：進捗しているが、目標は未達成の見込み、D：取組に課題又は改善の余地があり、目標は未達成の見込み）

1 Ｂ Ａ 財政課
2 Ａ Ａ 財政課
3 Ｂ Ａ 財政課、行政改革推進課
4 Ｂ Ａ 財政課、行政改革推進課
5 Ｂ Ａ 契約検査課
6 Ｂ Ａ 都市整備課、契約検査課
7 Ｂ Ａ 財政課

8 Ｂ Ｂ 収納課
9 Ｂ Ｂ 財政課、行政改革推進課
10 Ｂ Ａ 用地管財課
11 Ｂ Ｂ 行政改革推進課、用地管財課

　 12 Ｂ Ａ ガス水道局総務課
13 Ｂ Ａ 健康づくり推進課地域医療推進室
14 Ｂ Ｃ 生活排水対策課

15 特別会計の効率的な運営 Ｂ Ｂ
国保年金課、高齢者支援課、健康づくり
推進課地域医療推進室、上越妙高駅周
辺整備事務所、環境保全課、観光振興課

16 Ｂ Ｂ 行政改革推進課、三セク所管課

17 Ｂ Ｂ 企画政策課
18 Ｂ Ｂ 行政改革推進課
19 Ｂ Ａ 行政改革推進課
20 Ｂ Ａ 行政改革推進課、人事課
21 Ｂ Ａ 行政改革推進課、人事課

22 Ｂ Ｂ 行政改革推進課
23 Ｂ Ｂ 行政改革推進課

24 Ｂ Ｂ 行政改革推進課
25 Ｂ Ｂ 用地管財課
26 Ｂ Ｂ 行政改革推進課、財政課、用地管財課
27 Ｂ Ｂ 用地管財課

28 Ｂ Ａ 広報対話課
29 Ｂ Ａ 広報対話課、行政改革推進課

30 Ｂ Ａ
行政改革推進課、人事課、
窓口サービスを提供する課

31 Ｂ Ａ
行政改革推進課、人事課、
窓口サービスを提供する課

32 Ｂ Ａ 人事課
33 Ｂ Ａ 人事課

34 Ｂ Ｂ 人事課
35 Ｂ Ａ 人事課
36 Ｂ Ａ 人事課
37 Ｂ Ｂ 人事課

38 Ｂ Ａ 自治・地域振興課、共生まちづくり課
39 Ｂ Ｂ 自治・地域振興課

40 Ｂ Ａ 共生まちづくり課

41 Ｂ Ａ 共生まちづくり課、社会教育課
42 Ｂ Ａ 共生まちづくり課

Ａの数 1 25
Ｂの数 41 16
Ｃの数 0 1
Ｄの数 0 0

まちづくりの人材育成
職員の意識向上と体制整備

地域コミュニティ活動の推進
地域自治区制度の推進

⑵ 市民活動の促進

職員能力の開発促進

概ね順調に進捗
多様な市民活動の促進

⑶ 取組推進のための環境整備 概ね順調に進捗

危機管理能力の向上
職場環境の整備

４　「新しい公共」の創造・推進 概ね順調に進捗するも課題あり

⑴ 地域自治の推進 概ね順調に進捗するも課題あり

人事評価制度の構築と適正な運用

広聴活動の推進

市民ニーズ等に対応した相談窓口の充実

申請手続の簡素化

３　人材育成・組織風土の改革

定員適正化の推進
組織の見直し

⑵ 人材育成の推進

概ね順調に進捗するも課題あり

⑴ 定員の適正化及び組織の見直し 概ね順調に進捗

概ね順調に進捗するも課題あり

分かりやすい市政情報の発信

概ね順調に進捗するも課題あり

民間への業務委託等の推進
指定管理者制度の導入と適正な運用

⑶ 公共施設の見直し 概ね順調に進捗するも課題あり

計画的な再配置の実施

⑵ 民間活力の活用

計画的な除却の実施
計画的な保全・長寿命化の推進
借地の解消、借地料の見直し

⑷ 市民とのコミュニケーションの充実 概ね順調に進捗

政策協議の実施
徹底した事務事業の見直し
各種整備計画の策定と運用
内部管理事務の効率化・簡素化、事務改善の推進
部局ごとの目標管理の実施

概ね順調に進捗
市税等の収納率の向上に向けた取組の推進
受益者負担の適正化

⑴ マネジメントシステムの強化 概ね順調に進捗するも課題あり

その他の自主財源の確保
⑶ 公営企業等の健全経営 概ね順調に進捗するも課題あり

ガス事業、上水道事業の健全経営の維持
病院事業の健全経営に向けた取組の推進
下水道事業の健全経営に向けた取組の推進

第三セクターの経営健全化
２　行政運営システムの見直し 概ね順調に進捗するも課題あり

未利用財産の売却・貸付の促進

優良な市債の有効活用による将来負担の軽減
財政調整基金の確保と活用
補助金・交付金の見直し
経費の節減・合理化の徹底
入札契約制度の改善・見直し
公共工事等コストの更なる縮減
予算規模の計画的な縮小

⑵ 歳入確保の取組推進

取組主管課等

１　財政の健全化 概ね順調に進捗するも課題あり

⑴ 歳出構造の見直し 概ね順調に進捗

大
項
目

中
項
目

№ 取組項目
平成29年度
取組状況
（Do）

取組工程に
対する評価
（Check）
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３ 取組結果の詳細

取組状況の評価（Ａ：計画を越えて実施、B：計画どおり実施、Ｃ：一部実施できず、Ｄ：実施に至らず）
取組工程に対する評価（A：順調に進捗しており、目標は達成の見込み、Ｂ：取組に課題又は改善の余地があるが、目標は達成の見込み、
Ｃ：進捗しているが、目標は未達成の見込み、Ｄ：取組に課題又は改善の余地があり、目標は未達成の見込み）

平成30年度

評
価

具体的な内容
評
価

平成30年度の到達目標
に対する達成見込み

１ 財政の健全化

⑴ 歳出構造の見直し

1　優良な市債の有効活用による将来負担の軽減

・健全化判断比率を次の
とおりとする。
　
　実質公債費比率
　　　　　　 14.2％以下
　将来負担比率
　　　　　　143.5％以下

※実質公債費比率：一般
会計等が負担する市債の
元利償還金及びそれに準
ずる償還金の標準財政規
模を基本とした額に対す
る割合
※将来負担比率：一般会
計等が将来負担すべき実
質的な負債の標準財政
規模を基本とした額に対
する割合

・優良な市債の有効活用
により、実質的な一般財源
の負担軽減を図る。
・健全化判断比率の推移
に留意した財政運営を図
る。

[達成目安]
第2次財政計画値
・実質公債費比率  14.1％
・将来負担比率　 144.3％

Ｂ

・国庫補助金の内示額が減少した
事業は、優良債による財源の補完
を行うなど、最適な財源構成となる
よう調整を行った。
・財政計画において合併特例債等
の優良債を充当している事業に対
しては、計画通り優良債を充当する
など、実質的な一般財源の負担が
軽減されるように予算編成に取り組
んだ。
・国の補正予算を活用し、事業費
ベースで25.5億円の経済対策を実
施するとともに、補正予算債を活用
するなど特定財源の確保に努め
た。

[達成目安に対する状況]
・実質公債費比率 　12.3％
・将来負担比率　 91.1％

Ａ

・財政計画において優良債の充
当を予定している事業には、優
良債を充当したほか、実質的な
市の負担額を抑えるよう国庫支
出金と市債の財源構成を最適化
するなど健全化判断比率の推移
に留意した財政運営を図った。
・健全化判断比率は、平成30年
度目標を達成する見通し。

―

・優良な市債の有効活用
により、実質的な一般財源
の負担軽減を図る。
・健全化判断比率の推移
に留意した財政運営を図
る。

第2次財政計画値
・実質公債費比率  14.2％
・将来負担比率　 143.5％

2　財政調整基金の確保と活用

・年度末財政調整基金残
高
　25億円以上の確保
（第2次財政計画値84億
円）

・財政調整基金を歳出事
業の財源として活用すると
ともに、平成29年度末基
金残高を25億円以上確保
する。

[参考]
第2次財政計画値
・財政調整基金残高
　　　　　　　　　 93億円 Ａ

・不要不急な業務の執行精査など、
決算剰余金見込額の精度向上に
対する意識を全庁で高め、決算見
込額調査を当初予算編成の最終局
面まで継続実施した。
・決算見込額調査結果を踏まえた
予算整理を行い、3月補正予算及び
平成30年度予算を編成した。
・国庫補助金等の特定財源の確保
や、入札差金等の留保などにより、
平成29年度末の財政調整基金残
高は107億円を確保できた。

Ａ

・大雨や大雪等の災害が多発
し、財政調整基金の取崩しが増
えた一方、国の補正予算の活用
等、国庫補助金などの特定財源
や、特別交付税の確保に精力的
に取り組んできたこと、入札差金
や執行差金を次年度以降の財
源として留保したことなどにより、
平成29年度末の基金残高が、財
政計画値を14億円余り上回った
ため。

―

・財政調整基金を歳出事
業の財源として活用すると
ともに、平成30年度末基金
残高を25億円以上確保す
る。

[参考]
第2次財政計画値
・財政調整基金残高 84億
円

3　補助金・交付金の見直し

・基本方針が定められ、
一定の基準の下、すべて
の補助金等について見直
しが行われている状態

・既設の補助事業等が、基
本方針に基づき、適正に
執行されているかを検証
する。
・新設する補助事業等に
ついては、基本方針に基
づく運用が成されるかを審
査する。

Ｂ

・補助金に関する基本方針に基づ
き、補助金の交付状況について、市
ホームページにおいて公表した。
・各課に対し、予算要求資料として
補助金の概要、終期、点検結果等
を整理させた上で、基本方針に基
づき、予算査定を実施した。

Ａ

・予算編成過程において、基本
方針に基づく、補助金の適正な
執行・運用を確認するとともに、
平成30年度予算に反映した。
・対外的に市の補助金交付状況
を明らかにし、財政運営の透明
性を確保した。

―

・既設の補助事業等が、基
本方針に基づき、適正に
執行されているかを検証
する。
・新設する補助事業等に
ついては、基本方針に基
づく運用が成されるかを審
査する。

4　経費の節減・合理化の徹底

・第2次財政計画に沿っ
て、消耗品費や庁舎の光
熱水費等、物件費等の節
減が図られている状態

・経費節減等に対する目
標達成に向けた執行管理
を全庁的に行う。

Ｂ

・財務実務研修会を開催し、経費の
節減・合理化の意識付けを図った。
・予算要求通知により、経常経費の
徹底した見直しと見積額の精査を
求め、その上で予算査定を行った。

【個別の取組】
・事務用紙節減の取組を通知し、削
減に努めた。
・省エネルギー運動の実施等により
職員の意識啓発を図ったほか、エ
ネルギー管理システムにより、施設
の光熱水費の使用料及び消費量
の進捗管理を実施した。

Ａ

・平成30年度予算の経常経費
（投資的経費、義務的経費を除
いた額）は、財政計画比で4.1億
円減の422.3億円となった。

―

・経費節減等に対する目
標達成に向けた執行管理
を全庁的に行う。

計画内容
（Plan）

※下線部は変更箇所

大
項
目

中
項
目

番
号

平成30年度の
到達目標

（当初計画）

平成29年度

計画内容
（Plan）

取組状況
（Do）

取組工程に対する評価
（Check） 見直し、改善事項

（Action）



取組状況の評価（Ａ：計画を越えて実施、B：計画どおり実施、Ｃ：一部実施できず、Ｄ：実施に至らず）
取組工程に対する評価（A：順調に進捗しており、目標は達成の見込み、Ｂ：取組に課題又は改善の余地があるが、目標は達成の見込み、
Ｃ：進捗しているが、目標は未達成の見込み、Ｄ：取組に課題又は改善の余地があり、目標は未達成の見込み）

平成30年度

評
価

具体的な内容
評
価

平成30年度の到達目標
に対する達成見込み

計画内容
（Plan）

※下線部は変更箇所

大
項
目

中
項
目

番
号

平成30年度の
到達目標

（当初計画）

平成29年度

計画内容
（Plan）

取組状況
（Do）

取組工程に対する評価
（Check） 見直し、改善事項

（Action）

5　入札契約制度の改善・見直し

・公正・透明かつ競争性
の高い入札契約制度が
適切に運用されている状
態

・関係法令や地域経済の
状況等を勘案し、公正・透
明かつ競争性の高い入札
契約制度を適切に運用す
るとともに、必要に応じて
入札契約制度の見直しを
行う。

Ｂ

・2,000万円以上の建設工事を対象
に、制限付き一般競争入札を121件
執行した。
・建設工事における下請事業者の
社会保険等未加入対策について検
討し、平成30年度から施工体制台
帳等により社会保険等の加入状況
を確認し、未加入が確認された場
合には加入指導を行うなど、加入
促進に向けた取組の強化を図っ
た。
・建設業界における人員不足に対
する支援策として、現場代理人の
兼務要件を緩和し、平成30年度か
ら実施することとした。
・建築設計業務委託の在り方を検
討し、予定価格が1,000万円以上と
なる委託について、1級建築士が2
名以上の建築士事務所又は2者に
よる共同企業体へ指名する新たな
発注方法を試行実施した。

Ａ

・競争性の確保とともに、公平で
適正な入札執行を遂行してい
る。
・また、公共工事の担い手の確
保や人材育成のための適正価
格での受注が可能な環境づくり
や、労働者の社会保険等未加入
対策をはじめとする労働環境の
改善に資する取組を進めてお
り、目標は達成の見込みである。

―

・関係法令や地域経済の
状況等を勘案し、公正・透
明かつ競争性の高い入札
契約制度を適切に運用す
るとともに、必要に応じて
入札契約制度の見直しを
行う。

6　公共工事等コストの更なる縮減

・公共工事等の品質確保
とコスト縮減に向け、具体
的な仕組みが整備されて
いる状態

・品確法の一部改正を踏
まえ、公共工事等の品質
確保とコスト縮減に係る取
組を進める。
・公共工事等の設計・施工
に従事する技術系職員の
育成を進める。

[具体的な取組]
・庁内検討の実施
・先進事例の調査・研究、
情報共有
・技術系職員の研修の実
施

Ｂ

・都市整備部として、年度当初に研
修計画を作成し、技術職員の知識
の向上に取り組んだ。
・平成28年度と同様、職員が全国
建設研修センター等で学んだことを
伝える伝達研修のほか、平成29年
度は災害が多く発生したことから、
災害研修を実施した。また、国土交
通省への派遣研修から戻った職員
による伝達、上越市建設技術協会
と同時開催による現場研修や女性
技師による他市職員との交流研
修、さらに都市整備部長と若手職
員による懇談会など違った視点か
ら職員の育成に取り組んだ。
・下水道建設課では下水道工事安
全パトロールを開催するなど、部内
各課でも職員の知識習得、向上に
努めた。

Ａ

・災害等により、年度当初に作成
した研修計画どおり進めることは
できなかったが、臨機に計画を
変更しながら取り組んだことによ
り、品質確保とコスト縮減に向け
た意識は持続されたと考えること
から、目標は達成できた。(2月に
計画した新潟県土木部長による
研修は、豪雪により中止となっ
た)

・引き続き、担当職員
による伝達研修やミー
ティング方式による研
修会を開催するなど時
期を逸しないよう、技術
職員の知識向上に取り
組んでいく。

・公共工事等の設計・施工
に従事する技術系職員の
育成を進める。

[具体的な取組]
・技術系職員の研修の実
施

※下記項目は削除
・品確法の一部改正を踏まえ、
公共工事等の品質確保とコスト
縮減に係る取組を進める。
[具体的な取組]
・庁内検討の実施
・先進事例の調査・研究、情報
共有

7　予算規模の計画的な縮小

・第2次財政計画に基づく
予算規模で予算編成され
ている状態

第2次財政計画における
一般会計の予算規模
　　　　　　　1,004億円
　

・第2次財政計画に基づ
き、歳入規模に見合った歳
出予算を編成する。

[達成目安]
第2次財政計画値
・一般会計の予算規模
　　　　　    　1,093億円 Ｂ

・予算編成方針及び予算要求通知
により、財政計画で見込んだ事業
費の範囲内での予算要求を徹底す
るよう通知した。
・財政計画を基軸に予算査定を
行った。

Ａ

・当初要求時点では、財政計画
値を超過した予算規模及び財源
不足だったが、予算査定により
予算規模は、計画比で38.7億円
減の965.4億円となったほか、財
政調整基金残高は計画値を上
回る額を確保した。

・第6次総合計画の後
期基本計画や次期行
政改革推進計画を始
めとする主要計画の改
定にあわせて、第2次
財政計画の改定を予
定している。その際、計
画最終年度となる平成
34年度の収支状況に
着目し、極力収支が均
衡した状態に近づける
とともに、同年度末の
財政調整基金残高を
温存する。

・他の主要計画の改定内
容を踏まえ、第2次財政計
画を改定し、歳入に見合っ
た歳出予算を編成する。

⑵ 歳入確保の取組推進

8　市税等の収納率の向上に向けた取組の推進

・市税等の収納率を次の
とおりとする。

　収納率　　　　93.46％

※参考
○現年課税分収納率
　・市税   　   　98.81％
　・国民健康保険税
　　　　　　　　　　93.23％
　・保育料    　　99.10％
　・住宅使用料　98.40％
○滞納繰越分収納率
　・市税      　　20.04％
　・国民健康保険税
　　　　　　　　　　18.61％
　・保育料    　　19.84％
　・住宅使用料　18.75％

・納税相談の実施
・分納措置
・法的手段の行使
・コンビニ収納の実施
・債権管理の一元化実施

[達成目安]
　収納率　　　　　93.53％

※参考
○現年課税分収納率
　・市税　　　　　98.78％
　・国民健康保険税
　　　　　　　　　　93.23％
　・保育料　　　　99.10％
　・住宅使用料　　98.40％
○滞納繰越分収納率
　・市税　　　　　19.97％
　・国民健康保険税
18.61％
　・保育料　　　　19.84％
　・住宅使用料　　18.75％

Ｂ

・きめ細かな納税相談や納税指導、
個別訪問を行うとともに、一斉催告
を4回行い、徴収活動を強化した。
・11月に税務署、県税部と合同で口
座振替推進キャンペーンを実施し、
期限内納付の啓発を行った。
・より効果的・効率的な一斉催告実
施に向けた検討を行った。
・債権管理の一元化に伴い、今年
度から介護保険料、後期高齢者医
療保険料の収納・徴収業務及び滞
納処分を実施したほか、担当課か
ら引き継いだ徴収困難な債権につ
いても、催告書の発送や納付相談
を行うなど、適正な債権管理に取り
組んだ。

［達成目安に対する状況］
　収納率　94.06％

Ｂ

・引き続き、きめ細かな収納対応
と厳正な滞納処分等に取り組む
とともに、より効果的・効率的な
業務体制の見直し・改善に努め
ることにより、目標は達成できる
見込みである。

・更なる収納率の向上
に向けて、先進自治体
の取組も参考にしなが
ら、より効果的・効率的
な徴収業務の見直し・
改善に取り組む。

・納税相談の実施
・分納措置
・法的手段の行使
・コンビニ収納の実施
・債権管理の一元化実施

【達成目安】
収納率　　　　　93.46％

※参考
○現年課税分収納率
　・市税   　　   98.81％
　・国民健康保険税
93.23％
　・保育料   　 　99.10％
　・住宅使用料　　98.40％
○滞納繰越分収納率
　・市税      　　20.04％
　・国民健康保険税
18.61％
　・保育料   　　 19.84％
　・住宅使用料　　18.75％



取組状況の評価（Ａ：計画を越えて実施、B：計画どおり実施、Ｃ：一部実施できず、Ｄ：実施に至らず）
取組工程に対する評価（A：順調に進捗しており、目標は達成の見込み、Ｂ：取組に課題又は改善の余地があるが、目標は達成の見込み、
Ｃ：進捗しているが、目標は未達成の見込み、Ｄ：取組に課題又は改善の余地があり、目標は未達成の見込み）
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（Do）

取組工程に対する評価
（Check） 見直し、改善事項

（Action）

9　受益者負担の適正化

№9の総括評価 Ｂ Ｂ

・新クリーンセンター稼働
に伴い、家庭系廃棄物の
処分等に係る手数料の見
直しを行う。

Ｂ

[手数料]
○廃棄物の処分等に係る手数料
・担当課（生活環境課）において、手
数料の積算を行った。

Ｂ

[手数料]
○廃棄物の処分等に係る手数料
・積算の結果、今回の見直しで
は手数料の改定は行わないこと
し、今後の一般廃棄物処理基本
計画の中間改定(平成32年4月)
に併せ次回の検証を行う。

[手数料]
○廃棄物の処分等に
係る手数料
・新クリーンセンターの
稼働実績や分別区分
の変更によるごみ排出
量及び処理経費の実
績などを踏まえ、手数
料の試算を実施する。

[手数料]
・新設する手数料がある場
合、見直しに関する基本方
針に基づき審査する。
・平成26年10月に定めた
見直しに関する基本方針
について、修正の必要性
を検討する。

・使用料（減免制度を含
む）の改定効果の検証を
行う。
・使用料の次期改定に向
けた対象施設及び手順の
整理を行う。
※消費税率引上げに向け
た対応を含む。

Ｂ

[使用料]
・使用料（減免制度を含む）の改定
効果（平成29年度見込）について、
庁内照会を行い、検証・分析を実施
した。
・次期改定に向け、対象施設や課
題、手順について整理を行った。

Ａ

[使用料]
・改定効果の検証・分析の結果
を踏まえ、次期改定（平成31年
10月改定予定）に向けた取組を
進めており、目標は達成の見込
みである。

―

[使用料]
・見直しの結果を踏まえ、
必要に応じて施設使用料
を改定する。

・新設する受講料等につい
ては、公民館講座の受講
料の見直しの方針に基づ
き設定する。

Ｂ

[受講料]
・講座受講料について、次年度の予
算要求を確認し、原価計算に基づ
き料金設定がされていることを確認
した。

Ａ

[受講料]
・講座受講料について、受講料
の見直しの方針に基づき、受益
者負担の適正化が図られてい
る。

―

[受講料]
・既設の受講料等につい
ては、見直しの方針に基
づき、適正に執行されてい
ることを確認する。
・新設する受講料等につい
ては、見直しの方針に基
づき審査する。

10　未利用財産の売却・貸付の促進

・計画期間内の未利用財
産の処分（売却・貸付）目
標を次のとおりとする。

　目標額 1,824,559千円

※参考
  売却額 1,277,511千円
  貸付額   547,048千円

・売却計画に基づき未利
用財産の処分（売却・貸
付）を進める。

[達成目安]
           322,247千円

※参考
  売却額   185,485千円
  貸付額   136,762千円

Ｂ

・売却可能資産の商品化及び情報
発信を適時に行い、普通財産の早
期売却・貸付けを展開した。

[達成目安に対する状況]
　売却・貸付額   527,174千円
　　　　　     売却  385,424千円
 　　　    　　貸付  141,750千円

Ａ

・予算に計上のない名立区白山
住宅団地や旧土地開発公社分
土地である流通業務団地及び、
旧信越本線廃線敷等においても
売却があり、目安とした額を上
回ったため。

―

・売却計画に基づき未利
用財産の処分（売却・貸
付）を進める。

[達成目安]
           254,581千円

※参考
  売却額   117,819千円
  貸付額   136,762千円

11　その他の自主財源の確保

・自主財源収入額を次の
とおりとする。
　
　有料広告
　　　　9,800千円以上
　ふるさと納税
       10,000千円以上

・広報上越や市ホーム
ページ、市名入り各種封
筒に有料広告を掲載す
る。
・全庁を挙げて、新たな広
告媒体や自主財源の確保
策の検討を進める。

[達成目安]
・有料広告
　　　　9,600千円以上
・ふるさと納税
     　10,000千円以上

Ｂ

・ふるさと納税について、市ホーム
ページや周知用パンフレットを適時
に更新し、情報発信力を高めるとと
もに、高等学校等の同窓会事務局
に会員へパンフレットの送付を依頼
するなど幅広い層へのＰＲを行っ
た。
・自動販売機設置事業者の決定に
当たり、競争入札を導入した。

[達成目安に対する状況]
・有料広告
              　10,421千円
・ふるさと納税申込金額
              　14,858千円

Ｂ

・ふるさと納税について、平成29
年度の目安を達成したため。

・自動販売機設置に伴う行政財
産貸付について、オーレンプラザ
と新クリーンセンターにおいて入
札により設置業者を決定した。

・有料広告について、平成29年
度の目安を達成したため。

・ふるさと納税につい
て、寄附メニュー等の
見直しを図る必要があ
る。

・広報上越や市ホーム
ページ、市名入り各種封筒
に有料広告を掲載する。
・全庁を挙げて、新たな広
告媒体や自主財源の確保
策の検討を進める。

・有料広告
           9,800千円以上
・ふるさと納税
        　 10,000千円以上

・平成26年度と比較
し、サービスの提供に
要する経費に対する料
金収入が適切な割合と
なるなど、受益者負担
の更なる適正化が図ら
れている状態



取組状況の評価（Ａ：計画を越えて実施、B：計画どおり実施、Ｃ：一部実施できず、Ｄ：実施に至らず）
取組工程に対する評価（A：順調に進捗しており、目標は達成の見込み、Ｂ：取組に課題又は改善の余地があるが、目標は達成の見込み、
Ｃ：進捗しているが、目標は未達成の見込み、Ｄ：取組に課題又は改善の余地があり、目標は未達成の見込み）
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⑶ 公営企業等の健全経営

12　ガス事業、上水道事業の健全経営の維持

13　病院事業の健全経営に向けた取組の推進

14　下水道事業の健全経営に向けた取組の推進

―

・上越市病院事業経営改
革プランに基づき、健全経
営に取り組む。
・センター病院の改築に係
る概算事業費の試算と改
築後の収支シミュレーショ
ン結果を上越市病院事業
経営改革プランに反映さ
せる。
・改築に向け、基本計画を
策定する。

　経常収支比率　102.2％
　医業収支比率　91.1％

[公営企業会計への移行]
・下水道及び農集の資産
調査が終了
・条例・規則等の制定・改
定に着手

[農業集落排水施設の統
廃合]
・農集処理場を下水道へ
接続する工事について、
実施設計が終了

[公営企業会計への移行]
・下水道管渠資産調査
・下水道処理場資産調査
・農集管渠資産調査
・農集処理場資産調査
・会計システム導入計画策
定

[農業集落排水施設の統
廃合]
・汚水連携詳細検討
・統廃合スケジュールの見
直し
・県との接続協議
・財産処分協議 Ｂ

[公営企業会計への移行]
・引き続き、下水道管渠及び処理場
資産調査並びに農集管渠及び処理
場資産調査を実施した。
・会計システム導入計画を策定し、
システムデモによる検証や設置予
定の関係課との調整の他、勘定科
目の設定検討等を実施した。

[農業集落排水施設の統廃合]
・汚水連携詳細検討の中間報告に
基づき方針を決定し、県との接続協
議を完了した。県の指導により国へ
の財産処分協議書の提出を平成30
年4月以降に見直した。 Ｃ

[公営企業会計への移行]
・資産調査は、順調に進捗してい
る。
・会計システム導入計画検討
は、法適用後の体制からシステ
ム設置先やライセンス数を反映
する必要はあるが、目標は達
成。

[農業集落排水施設の統廃合]
・汚水連携詳細検討は方針を決
定し、県との接続協議を年度内
に完了した。
・国への財産処分に係る協議書
の提出を平成30年4月以降に見
直したため、下水道事業計画の
変更が遅れることから、目標は
未達成。

―

[公営企業会計への移行]
・下水道管渠資産調査（受
贈財産・都市下水路）の完
了。
・下水道処理場資産調査
（不明資産）の完了。
・農集管渠資産調査の完
了。
・農集処理場資産調査の
完了。
・浄化槽資産調査の完了。
・会計システムの構築に着
手。（業務委託発注：2年契
約）
・条例・規則等の制定及び
改廃の整理、調整

[農業集落排水施設の統
廃合]
・財産処分承認申請を提
出し許可を受ける。
・下水道事業計画（浦川原
処理区及び柿崎処理区）
の変更。
・社会資本整備交付金の
要望。

・経営戦略に基づき、健
全経営と地域において必
要な医療提供体制の確
保が図られている状態

　経常収支比率　102.2％
　医業収支比率　91.1％

・上越市病院事業経営改
革プランに基づき、健全経
営に取り組む。
・センター病院の改築に向
け基本構想を策定し、その
中で改築にかかる概算事
業費の試算や改築後の収
支シミュレーションを行う。

[達成目安]
　経常収支比率　102.7％
　医業収支比率　90.7％

Ｂ

・上越市病院事業経営改革プラン
に基づき、改築を見据え施設改修
の抑制などの経費削減や、収入増
加に対する取組を行った。
・センター病院を管理運営する一般
財団法人を設立し、指定管理委託
とするための準備を進めた。
・センター病院の改築に係る概算事
業費及び改築後の収支シミュレー
ションを行い、改築場所と合わせて
基本構想策定委員会において討論
を行った。

Ａ

・入退院管理を徹底し、在院日数
の短縮を図ったことなどにより、
収入増加に繋げた。
・一般財団法人を1月22日に設立
し、平成30年4月からの新たな指
定管理者として協定書を締結し
た。指定管理者制度を継続する
ものの、市が財団法人を設立し
たことにより、これまでよりも責任
と権限を明確にすることができ
た。
・基本構想の策定に当たっては、
改築事業費の試算や改築後10
年間の収支シミュレーションを行
い、その内容を基本構想策定委
員会において議論した。策定委
員会としては、改築後も安定経
営が見込める現在地での改築を
第1選択とし、また、診療機能や
医療・介護・福祉の連携による地
域包括システムの構築を目指す
など、将来にわたり市民に必要と
される安定した病院運営の方向
性を定めた。

・第2次中期経営計画（計
画期間：平成27年度～平
成34年度）の取組推進に
より、健全経営が維持さ
れた状態（各項目の業務
指標が達成された状態）
・ガスシステム改革等の
事業環境の変化に対し機
動的かつ迅速な対応がな
されている状態

・第2次中期経営計画に基
づき、各項目の進捗管理
を行い、各項目の業務指
標を公表する。
・簡易水道事業の統合に
伴い、水道施設の整理統
合等の効率化を図る。
・簡易水道事業への一般
会計基準外繰出金を廃止
する。

Ｂ

・第2次中期経営計画に基づき平成
30年度予算編成を行い、3月定例
会にて業務指標値の計画・予算対
比を記載し説明した。

・平成29年4月からのガス小売全面
自由化への対応と営業力の強化を
図るため、組織改編を行った。

・ガス料金割引制度など料金政策
のPRを積極的に行った。

・水道事業に統合された簡易水道
事業の一般会計基準外繰出金を廃
止し、収支構造の適正化に努め
た。

・簡易水道事業の統合に伴い、頸
城区と浦川原区間の配水管の接続
により、飯室浄水場を廃止し、維持
管理費の削減を図った。

Ａ

・進捗状況に遅れはなく、計画ど
おり目標を達成できる見込みで
ある。

―

・第2次中期経営計画の計
画期間の中間年度である
平成30年度は、計画期間
前半（平成27年度から平
成30年度）の総括的な評
価及び検証を行い、必要
に応じて計画全般の見直
しを実施する。

・簡易水道事業の統合に
伴い、水道施設の整理統
合等の効率化を図る。



取組状況の評価（Ａ：計画を越えて実施、B：計画どおり実施、Ｃ：一部実施できず、Ｄ：実施に至らず）
取組工程に対する評価（A：順調に進捗しており、目標は達成の見込み、Ｂ：取組に課題又は改善の余地があるが、目標は達成の見込み、
Ｃ：進捗しているが、目標は未達成の見込み、Ｄ：取組に課題又は改善の余地があり、目標は未達成の見込み）

平成30年度

評
価

具体的な内容
評
価

平成30年度の到達目標
に対する達成見込み

計画内容
（Plan）

※下線部は変更箇所

大
項
目

中
項
目

番
号

平成30年度の
到達目標

（当初計画）

平成29年度

計画内容
（Plan）

取組状況
（Do）

取組工程に対する評価
（Check） 見直し、改善事項

（Action）

15　特別会計の効率的な運営

Ｂ Ｂ

【後期高齢者医療特別会
計】

・特別会計の収支構造の
健全化が図られている状
態

目標値
・収納率
　（現年課税分）99.61％
　（滞納繰越分）25.00％

・広域連合の予定収納率
を達成するよう、口座振替
の推進や督促、催告を行
い収納率の向上を図る。
・歯科健診受診率の向上
を図る。

[達成目安]
・収納率（現年課税分：広
域連合目標値）
　（現年課税分）99.61％
　（滞納繰越分）25.00％
・債権管理の一元化
・歯科健診受診率 10.0%

Ｂ

[収納対策]
・収納課において他の市税同様に
積極的な折衝を行い、差押も実施
した。平成29年度に引き継がれた
滞納処分の可否を判断し、適切に
滞納整理を行った。
・新規加入時、転入時、事前通知等
の機会を通じ口座振替の勧奨を
行った。
・短期被保険者証の対象者は、収
納課と連携し納税相談を行い、新
規加入滞納者に制度説明とともに
電話催告を行った。

[高齢者歯科健診]
・歯科健診未受診者に対し受診勧
奨と合わせ、県事業である在宅介
護者・重度障害者の無料訪問歯科
健診の情報提供を行った。
・未受診者へ再勧奨通知を実施し
た。

Ａ

[収納対策]
・現年課税分の平成29年度の収
納率は99.74%であり、平成28年
度99.71％と比較し横ばいとなっ
ている。引き続き、きめ細かな収
納対策と厳正な滞納処分に取り
組むことにより、目標は達成でき
る見込みである。
・滞納繰越分の平成29年度の収
納率は43.10%であり、平成28年
度31.33％と比較し11.77ポイント
上回っている。現年課税分同様
の対応により、目標は達成でき
る見込みである。

[高齢者歯科健診]
・歯科健診未受診者に再勧奨通
知を行ったことで12月以降の受
診者数が大幅に増加したことか
ら、平成29年度の受診率は
23.49％と目標を上回っている。
引き続き周知に努めることから、
目標は達成できる見込みであ
る。

[収納対策]
・収納業務の効率化等
に向け、収納課と定期
的な打合せを実施し、
さらに連携を図ってい
く。

[高齢者歯科健診]
・歯科健診未受診者へ
の再勧奨通知により、
受診者の増加が見込
まれることから受診率
を12.0％に見直す。
・歯科健診対象者へ送
付する受診券の内、定
期受診中の対象者の
取扱いについて、契約
歯科医院に依頼する方
法を健康づくり推進課
と協議する。

・広域連合の予定収納率
を達成するよう、督促、催
告を行い収納率の向上を
図る。
・歯科健診受診率の向上
を図る。

[達成目安]
・収納率
　（現年課税分）99.61％
　（滞納繰越分）25.00％
・歯科健診受診率　12.0%

【介護保険特別会計】

・特別会計の収支構造の
健全化が図られている状
態

目標値
・収納率　99.42％

・収納率向上に向けて、収
納課との連携を図る。
・予防関連事業を推進す
る。
・ケアプランチェックの強化
や縦覧点検などの給付適
正化を図る。

[達成目安]
・収納率　99.42％
・債権管理の一元化

Ｂ

・収納課との連携により、訪問催告
や滞納相談を行ったほか、催告に
反応が無く一定の預貯金がある者
に対し22件の差押えを行なった。
・介護保険料の問合せなどの機会
を捉え、口座振替の勧奨を行った。
・介護予防教室を1,188回実施し
た。
・39事業所で、130件のケアプラン
点検を実施した。

Ａ

・平成29年度の収納率は99.77%
となり目標を達成した。
・予防関連事業やケアプラン点
検などの給付適正化事業の推進
により、報酬改定の影響による
増加分はあるものの、保険給付
費の伸びは抑制傾向にあり、特
別会計の収支健全化に寄与して
いる。

・債権管理の一元化に
ついては、平成29年度
に実施済みであるた
め、今後は収納課と連
携して収納率の向上を
図ることとする。
・第7期介護保険事業
計画と整合を図るた
め、介護保険事業計画
の目標値を目標とする
こととする。

・収納課と連携して収納率
の向上を図る。
・予防関連事業を推進す
る。
・ケアプランチェックの強化
や縦覧点検などの給付適
正化を図る。

[達成目安]
・収納率：99.70％

【診療所特別会計】

・特別会計の収支構造の
健全化が図られている状
態（特別会計への繰出金
の縮減など）

・歳出削減に向け、経常経
費の節減の取組などを推
進する。（関連：№4 経費
の節減・合理化の徹底）
・将来的な歳出削減に向
け、予防関連事業等の取
組を強化する。

Ｂ

・光熱水費及び医薬材料費を除い
た消耗品費について、経費の削減
に取り組んだ。
・診療所と上越地域医療センター病
院の医師等の交流の場を設け、診
療所とセンター病院とのネットワー
ク化に向けた意見交換を行ったほ
か、事務担当者に対して適切な予
算執行に向けた説明会を開催し
た。
・予防関連事業の取組として、訪問
による保健指導を継続した。

Ａ

・各診療所において、光熱水費
及び医薬材料費を除いた消耗品
費の抑制に努めることにより、経
費の削減に取り組んだ。
・適正な予算執行等を目的とした
診療所の担当者に対する説明会
を開催した。
・診療所の安定運営が維持でき
るよう、センター病院とのネット
ワーク化に向け、診療所とセン
ター病院の医師等による意見交
換を行い、ネットワーク化による
支援体制づくりの必要性につい
て認識を共有できた。また、医師
確保の取組を継続して実施し
た。

―

・歳出削減に向け、経常経
費の節減の取組などを推
進する。（関連：№4 経費
の節減・合理化の徹底）
・将来的な歳出削減に向
け、予防関連事業等の取
組を強化する。
・診療所の安定的な運営
を継続するため、センター
病院とのネットワーク化に
向けた検討や後任の医師
確保を計画的に取り組む。

・平成29年度の特定健診受診率
は49.9％となり、平成28年度受
診率48.7％と比べ1.2ポイント伸
びていることから、平成30年度目
標である50.4％は達成できる見
込みである。
・平成29年12月に確定した平成
28年度の特定保健指導実施率
は66.7％であり、平成27年度保
健指導実施率63.8％と比べ2.9ポ
イント伸びていることから、平成
30年度目標である67.7％は達成
できる見込みである。

・当市の受診率が同規
模の特例市の中で1位
であり受診率水準が高
い状態である。かつ同
規模市の過去4年間の
平均受診率伸び率が
0.4％であるため、高い
水準からの伸びとして
は対前年2％アップは
困難であった。
・平成30年度から平成
35年度までを計画期間
とするデータヘルス計
画、特定健診実施計画
を策定し、実績を踏ま
えた値となるよう検討し
た。特定健康診査受診
率の平成29年度の暫
定値は49.9％であり、
データヘルス計画の0.7
ポイント増を踏まえ平
成30年度の暫定値目
標を50.6％に見直す。

・口座振替の推進や滞納
整理の促進などにより、収
納率の向上を図る。
・特定健康診査の受診率
及び特定保健指導の実施
率の向上を図る。
・ジェネリック医薬品の普
及率の向上を図る。

・収納率
  （現年課税分）93.23％
  （滞納繰越分）18.61％
・特定健康診査受診率
　　　50.6％
・特定保健指導実施率
　　　67.7％

Ｂ

№15の総括評価

【国民健康保険特別会
計】

・特別会計の収支構造の
健全化が図られている状
態

目標値
・収納率
  （現年課税分）93.23％
  （滞納繰越分）18.61％
・特定健康診査受診率
               　　　50.4％
・特定保健指導実施率
           　　　　　67.7％

・口座振替の推進や滞納
整理の促進などにより、収
納率の向上を図る。
・特定健康診査受診率及
び特定保健指導実施率の
向上を図る。
・ジェネリック医薬品の普
及率の向上を図る。

[達成目安]
・収納率
  （現年課税分）93.23％
  （滞納繰越分）18.61％
・特定健康診査受診率
　　　　　　　　　　 52.7％
・特定保健指導実施率
　　　　　　　　　　 69.0％

・平成29年度に平成30年
度以降のデータヘルス計
画、特定健診実施計画を
策定するため、計画策定
時に見直しを実施予定。

Ｂ

・特定健診受診率において、毎月、
健康づくり推進課及び区総合事務
所と受診率等の情報を共有し、健
診未受診者へ個別訪問や電話によ
る受診勧奨の取組強化を図った。
・健診日前に健診日等の周知のた
め、広報車で各地区をきめ細かく
回った(54回）。また、防災無線、区
事務所便り、受診勧奨通知等、地
区特性に合わせて受診勧奨を実施
した。
[達成目安に対する状況]
・収納率
　（現年課税分）94.70％
　（滞納繰越分）16.51％
・特定健康診査受診率(3/29現在)
　暫定値49.9％
※特定健康診査受診率の確定が
健診実施年度の翌年11月のため暫
定値とする。
・特定保健指導実施率
　平成28年度法定報告値66.7%
※保健指導実施率の確定が実施
年度の翌年11月であり、暫定値の
把握も行っていないことから、平成
28年度の法定報告値とする。



取組状況の評価（Ａ：計画を越えて実施、B：計画どおり実施、Ｃ：一部実施できず、Ｄ：実施に至らず）
取組工程に対する評価（A：順調に進捗しており、目標は達成の見込み、Ｂ：取組に課題又は改善の余地があるが、目標は達成の見込み、
Ｃ：進捗しているが、目標は未達成の見込み、Ｄ：取組に課題又は改善の余地があり、目標は未達成の見込み）

平成30年度

評
価

具体的な内容
評
価

平成30年度の到達目標
に対する達成見込み

計画内容
（Plan）

※下線部は変更箇所

大
項
目

中
項
目

番
号

平成30年度の
到達目標

（当初計画）

平成29年度

計画内容
（Plan）

取組状況
（Do）

取組工程に対する評価
（Check） 見直し、改善事項

（Action）

【新幹線新駅地区土地区画整理事
業特別会計】
・平成30年度の事業完了に向けて
道路整備を完了した。また、換地処
分などの法手続きを計画的に進
め、県による換地計画（案）の事前
審査が完了した。
・保留地処分については、チラシ配
布やWEB広報、宅地建物取引業者
への販売委託など、多くの手法によ
り売却に努めた。
・公共工事のコスト縮減について
は、職員が研修会に出席するなど、
情報収集に努めた。

【新幹線新駅地区土地区画整理
事業特別会計】
・土地区画整理事業について
は、ハード整備が概成しており、
残工事も平成30年度中に完了予
定である。また、法手続きも計画
的に実施しており、目標が達成
できる見込みである。
・保留地販売では、平成30年度
で全ての保留地(7区画)を完売す
るよう取り組む。

【新幹線新駅地区土地
区画整理事業特別会
計】
・保留地処分について
は、職員による営業活
動を行うなど、販売に
努める。

Ｂ
【地球環境特別会計】
・風力発電施設は、定期点検結果
等に基づき必要な修繕を行ったほ
か、故障時の迅速な対応による稼
働日数の増加に努めた。
・耐用年数を迎えた1号機の運用を
平成29年度末をもって停止した。

Ｂ
【地球環境特別会計】
・様々な異常や故障が発生する
中、緊急性及び必要性を十分に
検討し、効果的な修繕等を行うこ
とで目標を達成する見込みであ
る。

-

【索道事業特別会計】
・索道施設は、整備計画に基づき、
計画的に修繕を実施したほか、光
熱水費や消耗品費の削減に努め
た。

【索道事業特別会計】
・索道施設が老朽化している中、
必要性を十分に精査した上で、
計画的に修繕を行った。

【索道事業特別会計】
・索道施設の利用を促
進するため、ホーム
ページや新聞等に情報
を掲載し周知を行う。

16　第三セクターの経営健全化

・第三セクターの経営健
全化（単年度黒字の計
上、累積欠損金の縮小
等）が図られている状態

・第三セクターの経営状況
等を適切に把握した上で
評価を行う。
・第三セクターの経営状況
等の議会・市民に対する
適切な報告・公表を行う。

Ｂ

・累積欠損金を抱える法人に対し、
事業計画の進捗管理や定期的な協
議を行うことで、経営改善に向けた
取組を支援した。
・安全性、収益性等の経営諸指標
による点検評価を行い、指標等が
悪化している第三セクターについて
は、対応等を個別に協議した。
・議会への経営状況報告となる17
法人について、適切に報告するとと
もに、同じ資料を市政情報コーナー
へ配置した。

[第三セクターの経営状況]
○平成29年度（平成28年度決算）
　・決算が黒字の法人等
　　9法人等／17法人等
　（平成28年度：9法人等／17法人
等）
　・累積欠損金が縮小した法人等
　　2法人等／6法人等
　（平成28年度：2法人等／6法人
等）

Ｂ

・累積欠損金を抱える法人に対
し、中期経営計画を作成させ、そ
の進捗管理などによる経営健全
化の取組を進めており、目標は
達成できる見込みである。

・第三セクターの経営
健全化を推進するた
め、平成30年度におい
て、これまでの取組を
検証するとともに、第
三セクターに関する関
与方針を策定する。ま
た、平成31年度におい
ては、関与方針に基づ
き、各第三セクターの
方向性を定めた改革プ
ランを策定し、取組を
進捗管理する。

・第三セクターの経営状況
等を適切に把握した上で
評価を行う。
・第三セクターの経営状況
等の議会・市民に対する
適切な報告・公表を行う。
・これまでの取組を検証す
るとともに、第三セクターに
関する関与方針を策定す
る。（新規）

２ 行政運営システムの見直し

⑴ マネジメントシステムの強化

17　政策協議の実施

・第6次総合計画に基づく
事業の見直し、組み換え
が行われ、社会経済情勢
等の変化をとらえた政策・
施策が効果的に展開され
ている状態

・第6次総合計画の進捗管
理を行う（政策的事業につ
いて評価・検証を実施す
る）。
・政策協議の実施により、
第6次総合計画に位置付
けた政策・施策及び重点
戦略の推進に必要な事業
の関連付け、優先順位付
け、見直し、組み換えなど
の方針を定め、予算編成
に反映する。

Ｂ

・第6次総合計画を推進する個別事
業の進捗状況について取りまとめ
を実施した。
・総合計画に示した施策目標の達
成状況を確認するとともに、施策評
価を実施し、課題や今後の方向性
を整理した。
・平成30年度予算編成に向けた新
規・拡充事業については、施策の評
価結果に基づき、各部局からの提
案を受け、部局間の連携・調整を行
い、事業のレベルアップを図った。
・政策協議では、新規・拡充事業に
ついて市長までの議論を経て、総
合計画の重点戦略、政策分野別主
要施策及び地方創生の推進に資す
る事業を精査・選定し、新年度予算
に反映させた。

Ｂ

・施策評価を新たに実施し、各施
策の課題や方向性を整理したこ
とにより、それらに対応した事業
を平成30年度予算に反映すると
ともに、社会経済情勢や変化す
る課題に対応した中長期的な取
組について検討することができ
た。

・調整担当副課長を中
心とし、部局が連携し
て分野横断的な政策
検討や事業調整を行
う。
・平成29年度の施策評
価結果をベースに、平
成30年度の施策評価
を実施し、施策の課題
や方向性を再度考察し
た上で、明確化した方
向性に基づき、事業の
見直し・重点化を図る。

・第6次総合計画の進捗管
理を行う（政策的事業につ
いて評価・検証を実施す
る）。
・政策協議の実施により、
第6次総合計画に位置付
けた政策・施策及び重点
戦略の推進に必要な事業
の関連付け、優先順位付
け、見直し、組み換えなど
の方針を定め、予算編成
に反映する。

【新幹線新駅地区土地区
画整理事業特別会計、地
球環境特別会計、索道事
業特別会計】

・特別会計の収支構造の
健全化が図られている状
態（特別会計への繰出金
の縮減など）

・歳入確保に向け、利用促
進に向けた取組などを推
進する。
・歳出削減に向け、経常経
費の節減や公共工事等コ
ストの削減の取組などを推
進する。
（関連：№4 経費の節減・
合理化の徹底、№5 入札
契約制度の改善・見直し、
№6 公共工事等コストの更
なる縮減）

・歳入確保に向け、利用促
進に向けた取組などを推
進する。
・歳出削減に向け、経常経
費の節減や公共工事等コ
ストの削減の取組などを推
進する。
（関連：№4 経費の節減・
合理化の徹底、№5 入札
契約制度の改善・見直し、
№6 公共工事等コストの更
なる縮減）



取組状況の評価（Ａ：計画を越えて実施、B：計画どおり実施、Ｃ：一部実施できず、Ｄ：実施に至らず）
取組工程に対する評価（A：順調に進捗しており、目標は達成の見込み、Ｂ：取組に課題又は改善の余地があるが、目標は達成の見込み、
Ｃ：進捗しているが、目標は未達成の見込み、Ｄ：取組に課題又は改善の余地があり、目標は未達成の見込み）

平成30年度

評
価

具体的な内容
評
価

平成30年度の到達目標
に対する達成見込み

計画内容
（Plan）

※下線部は変更箇所

大
項
目

中
項
目

番
号

平成30年度の
到達目標

（当初計画）

平成29年度

計画内容
（Plan）

取組状況
（Do）

取組工程に対する評価
（Check） 見直し、改善事項

（Action）

18　徹底した事務事業の見直し

・事業評価の実施及び適
切な進捗管理により、限
られた経営資源が最適配
分され、市民が真に必要
とするサービスが提供さ
れている状態

・事務事業の総点検の結
果を踏まえた取組を確実
に実施するため、「改善・
廃止計画」に基づく進捗管
理を行い、毎年度の予算
要求において、評価結果と
連動した予算編成を行う。
・政策的事業について、決
算をベースに事業評価を
行い、評価結果と連動した
予算編成を行う。

Ｂ

・改善・廃止計画に基づき定期的な
進捗管理を実施した。取組の遅延
や課題が発生している事業等につ
いては所管課に対し、ヒアリングを
実施し、進捗に向けた取組を進め
た。
・平成29年度を目標年度としていた
取組38事業（平成28年度までに前
倒しで完了した3事業を除く）につい
ては、22事業が完了、平成26年度
から平成28年度を目標年度として
いた取組で平成28年度までに未了
となっていた38事業については、15
事業が完了、目標年度の設定がな
い取組で10事業が完了するなど、
あわせて47事業の取組が完了し
た。
・なお、総点検に基づく改善・廃止
の対象である571事業に対する進
捗状況は、完了492事業（86.2％）、
未了79事業（13.8％）である。

Ｂ

・事務事業の総点検に基づく「改
善・廃止計画」を四半期毎に進捗
管理しており、目標は達成の見
込みである。
・なお、課題が発生しているもの
については、解決に向け、関係
課と連携した対応が必要であ
る。

・課題が発生している
ものについて、早期に
今後の対応を決定す
る。

・事務事業の総点検の結
果を踏まえた取組を確実
に実施するため、「改善・
廃止計画」に基づく進捗管
理を行い、毎年度の予算
要求において、評価結果と
連動した予算編成を行う。
・政策的事業について、決
算をベースに事業評価を
行い、評価結果と連動した
予算編成を行う。

19　各種整備計画の策定と運用

・分野ごとに整備計画が
策定され、優先度の高い
事業から実施されている
状態

・各種整備計画の取組を
進捗管理し、財政状況に
応じて優先度の高い事業
から実施する。
・整備計画が必要な事業
を検証し、必要に応じ新た
な整備計画を策定する。

Ｂ

・修繕等の優先順位を定めた各種
整備計画に基づき予算要求を行
い、実施していることから、目標は
達成の見込みである。
・国の要請に基づく個別施設計画
の策定に向け、必須項目の確認及
び全庁的な周知、意識付けを行っ
た。

Ａ

・整備計画において優先順位が
高い事業を予算化しており、目標
に沿った取組がなされている。
・国の要請に基づく個別施設計
画との整合（必須項目等）を図り
ながら、必要に応じて拡充・見直
しを行うとともに、計画が未策定
の施設等については、平成32年
度末までに策定する見込みであ
る。

・所管課へのヒアリング
結果を基に、平成32年
度末までの計画策定に
ついて、引き続き働き
かけを行うとともに、そ
の進捗管理を行う。

・各種整備計画の取組を
進捗管理し、財政状況に
応じて優先度の高い事業
から実施する。
・整備計画が必要な事業
を検証し、必要に応じ新た
な整備計画を策定する。

20　内部管理事務の効率化・簡素化、事務改善の推進

・事務改善の取組が、全
部局において計画的かつ
継続的に実施されている
状態

・内部管理事務の効率化・
簡素化、事務改善の推進
に向けて業務改善効率化
プログラムを全庁的に実
施する。
・上記について、取組の評
価を行うとともに、全庁で
改善の情報を共有し、課
や係単位で改善を推進す
る。

Ｂ

・事務改善に関する課単位での話
し合いを行い、事務の効率化や市
民サービスの向上など全庁で136
件の改善取組を計画的に実施し
た。
・他自治体の改善事例を庁内で共
有し、課単位での取組の推進を
図った。
・37件の職員提案があり、採用、一
部採用、別の方法で実施を合わ
せ、12件を採用した。
・正規職員が従事している業務のう
ち、非常勤一般職を配置することが
効率的な業務について、定員査定
に基づき、平成30年度予算案に反
映した。

Ａ

・職場単位の話合いによって、改
善の取組が計画・実行されてお
り、目標は達成の見込みである。

―

・内部管理事務の効率化・
簡素化、事務改善の推進
に向けて業務改善効率化
プログラムを全庁的に実
施する。
・上記について、取組の評
価を行うとともに、全庁で
改善の情報を共有し、課
や係単位で改善を推進す
る。

21　部局ごとの目標管理の実施

・部局や課等の目標が設
定され進捗管理が行われ
ている状態（ＰＤＣＡサイク
ルに基づく取組が定着し
ている状態）

・予算編成過程に合わせ、
部局や課等の目標を設定
する（役割・使命・経営方
針、事業の目標など）。そ
の際、部局や課等の目標
と、個別事業の関係性を
明確にする。
・部局や課等の目標を進
捗管理する（目標達成度、
成果等）。

Ｂ

・平成29年度の部局や課等の組織
目標に基づき、部局の重点取組等
を決定し、進捗管理を行った。
・平成30年度の予算編成に当たり、
予算編成方針を作成し、個別事業
の目標を設定した。
・人事評価制度において、組織目標
を踏まえた個人目標を定め、進捗
管理及び評価を行った。 Ａ

・政策、施策、事務事業の進捗管
理、組織目標の進捗管理、行政
評価との関係性の整理を行う必
要があるが、目標は達成の見込
みである。

―

・予算編成過程に合わせ、
部局や課等の目標を設定
する（役割・使命・経営方
針、事業の目標など）。そ
の際、部局や課等の目標
と、個別事業の関係性を
明確にする。
・部局や課等の目標を進
捗管理する（目標達成度、
成果等）。



取組状況の評価（Ａ：計画を越えて実施、B：計画どおり実施、Ｃ：一部実施できず、Ｄ：実施に至らず）
取組工程に対する評価（A：順調に進捗しており、目標は達成の見込み、Ｂ：取組に課題又は改善の余地があるが、目標は達成の見込み、
Ｃ：進捗しているが、目標は未達成の見込み、Ｄ：取組に課題又は改善の余地があり、目標は未達成の見込み）

平成30年度

評
価

具体的な内容
評
価

平成30年度の到達目標
に対する達成見込み

計画内容
（Plan）

※下線部は変更箇所

大
項
目

中
項
目

番
号

平成30年度の
到達目標

（当初計画）

平成29年度

計画内容
（Plan）

取組状況
（Do）

取組工程に対する評価
（Check） 見直し、改善事項

（Action）

⑵ 民間活力の活用

22　民間への業務委託等の推進

・民間委託等の推進方針
に基づき、効果が認めら
れる業務について、民間
委託等が推進されている
状態

目標値
・学校給食調理業務委
託：累計44校

・民間委託推進方針（方向
性）に基づき、民間委託等
を推進する。
・学校給食調理業務委託
について、委託実施校に
おける効果を検証し、次年
度新規導入に向けた作業
を進める。

[達成目安]
・学校給食調理業務委託：
新規3校

Ｂ

・三和区内における複数の体育施
設等の管理業務を一括して民間委
託した。
・学校給食調理業務の委託につい
て、平成29年度から新たに3校で導
入した。

［達成目安に対する状況］
・学校給食調理業務委託
　新規3校（累計39校）

Ｂ

・引き続き民間委託が可能なも
のを検討し、導入を推進すること
で目標は達成する見込みであ
る。
・学校給食調理業務の委託につ
いては、職員の退職者数等の動
向を踏まえて導入を進めている。

・国の公共サービス改
革基本方針を踏まえ、
事業の見直しの中で民
間委託が可能なものを
検討する。

・民間委託推進方針（方向
性）に基づき、民間委託等
を推進する。
・事業の見直しの中で民間
委託が可能なものを検討
する。

・学校給食調理業務委託
について、委託実施校に
おける効果を検証し、次年
度新規導入に向けた作業
を進める。
・学校給食調理業務委託：
新規4校

23　指定管理者制度の導入と適正な運用

・真に制度の導入効果が
得られる施設について導
入が進み、適切に運用さ
れている状態

・指定管理者制度の導入・
運用方針に基づき、指定
管理施設の更新又は見直
し、及び新規導入を進め
る。
・指定管理者制度を導入し
た施設については、モニタ
リングの実施により管理運
営状況を的確に把握する
ほか、制度の適切な運用
を行う。 Ｂ

・平成30年度の更新3施設及び新
規導入1施設については、予定どお
り議会で指定され、4月からの業務
を行っている。
・モニタリングについては、予定どお
り年3回実施し、指摘のあった事項
は再発防止に向け全庁に周知し
た。
・指定管理者施設に従事している
職員の雇用・労働条件に配慮する
よう、指定管理者へ通知した。 Ｂ

・スケジュールどおり更新を行
い、新規に指定管理者制度を導
入することができた。
・モニタリングや雇用・労働条件
への配慮については、適切な運
用がなされるように周知を図るこ
とができた。
・基本方針の見直しは、検討事
項も多く、次年度も引き続き整理
が必要である。

・基本方針について
は、担当課との協議を
行った上で、素案に反
映していく。

・指定管理者制度の導入・
運用方針に基づき、指定
管理施設の更新又は見直
し、及び新規導入を進め
る。
・指定管理者制度を導入し
た施設については、モニタ
リングの実施により管理運
営状況を的確に把握する
ほか、制度の適切な運用
を行う。
・実情に即した指定管理者
制度となるよう基本方針運
用の見直しを行う。

⑶ 公共施設の見直し

24　計画的な再配置の実施

・公の施設の総量を抑制
した上で、適正配置され
ている状態

目標値
・公の施設の概ね1割が
再配置されている状態

・公の施設の再配置計画
等に基づき、再配置の取
組を進める。

Ｂ

・施設所管課に対し進捗状況を確
認し、必要に応じて所管課や総合
事務所と協議を行い、進捗が図ら
れるよう取り組んだ結果、当初計画
における平成29年度の対象4施設
のうちの3施設に加え、クリーンセン
ターの統合や有田区の小学校統合
など合わせて8施設を廃止したほ
か、1施設を一部廃止した。

Ｂ

・一部の施設について課題があ
るが、再配置計画に基づく取組
を進めており、目標は達成の見
込みである。

・進捗が見られない
ケースに対しては、積
極的に関係課へ状況
確認を行うとともに、取
組主管課としても関係
者への丁寧な説明や
協議に加わるなどして
進捗を働きかける。

・公の施設の再配置計画
等に基づき、再配置の取
組を進める。

25　計画的な除却の実施

・公の施設等除却計画に
搭載している施設の情報
が適宜更新され、計画的
な除却が行われている状
態

・公の施設等除却計画を
適宜更新するとともに、老
朽化による危険度や財源
確保の可能性を検証しな
がら、計画的な除却を実
施する。

Ｂ

・平成29年度に計画した10施設及
びアスベスト対応の必要性から平
成29年度に繰り越した1施設の除却
を実施した。

Ｂ

・平成30年度除却計画を予算編
成と並行させ、老朽化による危
険度や財源確保の可能性を検
証しながら作成しているため。

―

・公の施設等除却計画を
適宜更新するとともに、老
朽化による危険度や財源
確保の可能性を検証しな
がら、計画的な除却を実施
する。



取組状況の評価（Ａ：計画を越えて実施、B：計画どおり実施、Ｃ：一部実施できず、Ｄ：実施に至らず）
取組工程に対する評価（A：順調に進捗しており、目標は達成の見込み、Ｂ：取組に課題又は改善の余地があるが、目標は達成の見込み、
Ｃ：進捗しているが、目標は未達成の見込み、Ｄ：取組に課題又は改善の余地があり、目標は未達成の見込み）

平成30年度

評
価

具体的な内容
評
価

平成30年度の到達目標
に対する達成見込み

計画内容
（Plan）

※下線部は変更箇所

大
項
目

中
項
目

番
号

平成30年度の
到達目標

（当初計画）

平成29年度

計画内容
（Plan）

取組状況
（Do）

取組工程に対する評価
（Check） 見直し、改善事項

（Action）

26　計画的な保全・長寿命化の推進

・公共施設等総合管理計
画が策定され、同計画に
基づく適正な施設管理が
行われている状態

・公共施設等総合管理計
画に基づく取組を進める。

[具体的な取組]
・再配置…別掲（№24）
・除却…別掲（№25）
・適正配置・老朽化対策…
個別施設計画の整備・更
新を行う。 Ｂ

・個別施設計画（素案）の策定に必
要となる、施設別の歳入・歳出額を
把握し、集約を行った。
・さらに、長期的な視点に基づく必
要な施設カテゴリーや施設の在る
べき姿について検討し、その方向
性について整理を行った。
・個別施設計画（素案）の策定に向
け、一部の地域で集会機能と類似
する施設との集約・多機能化が可
能か否かの観点から部局横断的に
方向性を検討し、地元との調整に
着手した。

Ｂ

・整理を行った各種データや施設
カテゴリーの方向性を基に個別
施設計画素案を取りまとめの
上、地域と調整を行い、取組を進
めていることから、目標は達成の
見込みである。

・「持続可能なまち」を
見据え、そのために必
要な行政サービス、そ
れを提供する場の確保
という趣旨を前面に出
しながら、施設の機能
と役割を明確にし、将
来のまちに必要な施設
を顕在化させた上で、
当該施設の計画的な
保全・長寿命化の推進
を図る必要がある。

・公共施設等総合管理計
画に基づく取組を進める。

[具体的な取組]
・再配置…別掲（№24）
・除却…別掲（№25）
・適正配置・老朽化対策…
個別施設計画の整備・更
新を行う。

27　借地の解消、借地料の見直し

・借地契約が必要な土地
について、地権者との合
意により、可能な限り基
準どおりの借地料となっ
ている状態

・基準額を上回る契約につ
いて、可能な限り基準どお
りの契約となるよう地権者
と交渉を行う。
・基準どおりの契約となら
ず、代替策がある場合は、
費用対効果を検証した上
で、借地契約を解消する。
・また、永続的に利用する
土地については、取得に
向けた検討を行い、借地
料の基本的考え方に沿っ
ているか検証しながら、借
地契約の解消を視野に入
れた見直しに取り組む。

Ｂ

・予算編成時において、借受け土地
の契約内容及び賃借料を確認した
上で、基準額を上回る契約につい
ては、可能な限り基準どおりとなる
よう交渉し、新年度予算に反映させ
た。
・永続的に利用する土地について
は、取得に向けた検討を行い、借地
契約の解消を視野に入れた見直し
に取り組んだ。

※参考
　平成29年度末の状況
　　件数　　 2,126件
　　面積　　 311万㎡
　　借地料　98百万円

Ｂ

・提示した基準額に難色を示す
地権者や借地契約の解消及び
対象土地の譲渡に否定的な地
権者がおり、全ての案件につい
ての見直しが実施できたとは言
い難いため。

・借地料を基準額以内
とすること及び、永続
的に利用する場合の取
得に向け、今後も粘り
強く交渉を継続する。

・基準額を上回る契約につ
いて、可能な限り基準どお
りの契約となるよう地権者
と交渉を行う。
・基準どおりの契約となら
ず、代替策がある場合は、
費用対効果を検証した上
で、借地契約を解消する。
・また、永続的に利用する
土地については、取得に
向けた検討を行い、借地
料の基本的考え方に沿っ
ているか検証しながら、借
地契約の解消を視野に入
れた見直しに取り組む。

⑷ 市民とのコミュニケーションの充実

28　分かりやすい市政情報の発信

・最新かつ正確な市政情
報が、小中学生から高齢
者まで幅広い世代に分か
りやすく伝わる内容で発
信され、その情報を容易
に入手できる状態

※参考
・広報紙のユニバーサル
デザイン紙面の掲載回
数：年4回以上
・市ホームページのトップ
ページへのアクセス件数：
月12万件以上

・広報紙をはじめ各種広報
媒体のユニバーサルデザ
イン化を進める。
・ホームページの情報につ
いて最新かつ適切な内容
となるよう、取り組む。
・市民のニーズ変化や満
足度などに対応した広報
活動を行う。

Ｂ

・広報紙では、6月1日号、10月1日
号、2月1日号の3回、ユニバーサル
デザイン紙面を作成した。
・ホームページでは、各課で作成す
るページについて、掲載内容の充
実のために助言や技術的な指導を
行うとともに、適切な更新が図られ
るよう、掲載方法に関する新たな
ルールを定め、広報主任と担当者
向けの研修会を開催した。
・ホームページとエフエム上越に関
して、市政モニターアンケートを実
施し、ニーズや課題を把握するとと
もに、市民から寄せられる意見を踏
まえ、適宜改善を行った。（広報紙
のフォントカラーの一部変更、ホー
ムページの修正や改善、エフエム
上越出演職員の研修など）

Ａ

・予定した取組を行うとともに、市
民から寄せられる意見や要望に
柔軟に対応できた。

―

・広報紙をはじめ各種広報
媒体のユニバーサルデザ
イン化を進める。
・ホームページの情報につ
いて最新かつ適切な内容
となるよう、取り組む。
・市民のニーズ変化や満
足度などに対応した広報
活動を行う。

29　広聴活動の推進

・市民との対話をより充
実させるため、市長が
市民の生活の場等に
直接訪問し、少人数で
意見交換を行う場を設
定する。

・対象者別の対話集会
「キャッチボールトーク」に
加え、少人数での「ミニ対
話集会」を開催する。
・市政モニターアンケートを
年2回実施する。
・市民の声を聴くポストを
引き続き設置する。
・パブリックコメントの実施
案件について確実に実施
する。
・各種審議会等の委員の
公募を引き続き実施する。

・広聴活動に積極的に取
り組み、真の市民ニーズ
を的確に捕捉し、その結
果が市政に反映されてい
る状態

・市民と市長との対話集会
「キャッチボールトーク」を
時機を捉えたテーマと効
果的な回数を設定し開催
する。
・市政モニターアンケート
を年2回実施する。
・市民の声を聴くポストを
引き続き設置する。
・パブリックコメントの実施
案件について確実に実施
する。
・各種審議会等の委員の
公募を引き続き実施する。

Ｂ

[広聴活動全般]
・対話集会については、6～8月の
間に市内の高等学校及び地区別
区・対象者別で7回開催した。寄せ
られた意見等については、関係部
局において対応可能なものから着
手するとともに、開催概要や対応状
況について広報上越やホームペー
ジで周知した。
・418人の市政モニターへ年間2回・
8テーマについてのアンケートを行
い、市政運営に関する市民の意識
等を把握した。
・市民の声ポストの設置により、市
民から市政に対する意見や提案等
を聴き、市政運営につなげた。
・パブリックコメントは、年間10案件
について意見募集を行った結果、
101件の意見が提出され、うち21件
の意見を各種計画等へ反映した。

［各種審議会等委員の公募］
・平成29年度は38の審議会等に74
人の公募委員から参加いただいた
（地域協議会委員を除く）。

Ａ

・対話集会や市民の声を聴くポス
トの設置、審議会委員等の公募
等により、広く市民の意見を聴
き、市政運営につなげる取組を
進めていることから、目標は達成
する見込みである。



取組状況の評価（Ａ：計画を越えて実施、B：計画どおり実施、Ｃ：一部実施できず、Ｄ：実施に至らず）
取組工程に対する評価（A：順調に進捗しており、目標は達成の見込み、Ｂ：取組に課題又は改善の余地があるが、目標は達成の見込み、
Ｃ：進捗しているが、目標は未達成の見込み、Ｄ：取組に課題又は改善の余地があり、目標は未達成の見込み）
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取組状況
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取組工程に対する評価
（Check） 見直し、改善事項

（Action）

30　市民ニーズ等に対応した相談窓口の充実

・市民ニーズに対応した
相談窓口が設置され、市
民の満足度の維持・向上
が図られている状態

・引き続き、一般相談窓口
や専門性の高い特定の相
談窓口を設置するととも
に、新たな相談窓口の需
要への対応を検討する。

[相談窓口の環境整備]
・各課等が相談業務に対
応できるスペースを確保す
るとともに、各階に個室や
パーテーションを利用した
相談スペースを確保する。

[相談サービスの質の向
上]
・職員研修やＯＪＴを活用
し、専門性や接遇の質の
高いサービスを提供する。
・窓口アンケートを実施し、
現状の把握と改善を図る。

Ｂ

・すこやかなくらし支援室から改編し
たすこやかなくらし包括支援セン
ターにおいて、健康福祉及び教育
分野の関係機関と密接に連携し、
子どもの育ちに関して包括的な支
援を行った。
・窓口の業務マニュアルの見直しや
接遇研修、ＯＪＴ等を実施し、サービ
ス向上を図った。
・窓口アンケート（7/18～8/4）を実
施し、市民からの指摘事項を見直し
た。

Ａ

・新たな相談窓口の需要に対応
するとともに、市民の満足度の維
持・向上のため、継続的な窓口
業務の改善を実施している。

・木田庁舎再編に合わ
せて窓口環境の整備
について検討を行う。

・引き続き一般相談窓口や
専門性の高い特定の相談
窓口を設置するとともに、
新たな相談窓口の需要へ
の対応を検討する。

[相談窓口の環境整備]
・各課等が相談業務に対
応できるスペースを確保す
るとともに、各階に個室や
パーテーションを利用した
相談スペースを確保する。

[相談サービスの質の向
上]
・職員研修やＯＪＴを活用
し、専門性や接遇の質の
高いサービスを提供する。
・窓口アンケートを実施し、
現状の把握と改善を図る。

31　申請手続の簡素化

・各種申請手続きの簡素
化により、市民の満足度
の向上や手続きに要する
時間が短縮されている状
態

・事務手続の見直しによ
り、申請手続きの簡素化
や待ち時間の短縮を図
る。
・職員研修やＯＪＴを活用
し、専門性や接遇の質の
高いサービスを提供する。

Ｂ

・新たな申請書について、分かりや
すさや、書きやすさを点検した。
・窓口の業務マニュアルの見直しや
接遇研修、ＯＪＴ等を実施し、サービ
ス向上を図った。

Ａ

・窓口業務マニュアルの見直しや
申請書の点検など、継続的な窓
口業務の改善を行い、市民の利
便性向上を図っている。

・市民の利便性向上の
ため、コンビニ交付
サービスの開始に向け
た準備を行う。

・事務手続の見直しによ
り、申請手続きの簡素化
や待ち時間の短縮を図
る。
・職員研修やＯＪＴを活用
し、専門性や接遇の質の
高いサービスを提供する。

３ 人材育成・組織風土の改革

⑴ 定員の適正化及び組織の見直し

32　定員適正化の推進

・定員適正化計画に基づ
き、平成31年度当初にお
ける職員数を次のとおり
とする。
　
　正規職員数　　1,870人

・定員適正化計画に基づ
き、計画的な定員適正化
に取り組む。

[達成目安］
・定員適正化計画に示した
正規職員数　　1,914人
  （平成30年4月1日現在
　　正規職員数）

Ｂ

・採用計画に基づき、職員募集及び
採用試験を実施し、平成30年度採
用の内定者は概ね予定人数に達し
た。
・定員適正化計画を基本として、平
成31年度に必要な職員数を設定す
るとともに、今後の退職・辞職や再
任用の見込み数を更新し、平成30
年度採用試験実施（平成31年4月1
日採用）の採用計画を策定した。

[達成目安に対する状況]
・正規職員数　　1,894人
　（平成30年4月1日現在）

Ａ

・平成30年4月1日現在の職員数
は、1,894人となり、定員適正化
計画の目標人数を達成したた
め。
・目標人数を下回ったが、業務委
託への切替えなどにより、業務
執行体制を確保した。

―

・定員適正化計画に基づ
き、計画的な定員適正化
に取り組む。
・第6次総合計画後期計画
や第6次行政改革推進計
画など、主要計画の策定・
改定に合わせ、将来的に
予想される業務量を改め
て推計し、定員適正化計
画を改定する。

・定員適正化計画に示した
正規職員数　1,870人
  （平成31年4月1日現在
　　見込み正規職員数）

33　組織の見直し

・市の政策・戦略と業務量
に沿った、効率的な組織
が構築されている状態

・行政運営上の環境変化
などに対応するため、適時
に組織の見直しを行う。

Ｂ

・市民スポーツの更なる振興を図る
とともに、東京オリンピック・パラリン
ピックに向けた機運を醸成する取組
を進めるため、「体育課」を「スポー
ツ推進課」に改めた上で、同課内に
「オリンピック・パラリンピック推進
係」を新設し、組織体制を強化し
た。

Ａ

・平成30年4月1日付で、行政運
営上の環境変化に対応するため
の組織見直しを行ったため。

―

・行政運営上の環境変化
などに対応するため、適時
に組織の見直しを行う。



取組状況の評価（Ａ：計画を越えて実施、B：計画どおり実施、Ｃ：一部実施できず、Ｄ：実施に至らず）
取組工程に対する評価（A：順調に進捗しており、目標は達成の見込み、Ｂ：取組に課題又は改善の余地があるが、目標は達成の見込み、
Ｃ：進捗しているが、目標は未達成の見込み、Ｄ：取組に課題又は改善の余地があり、目標は未達成の見込み）
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⑵ 人材育成の推進

34　職員能力の開発促進

・職員の職階に応じた基
礎的資質・能力が向上し
た状態

・基礎・階層別研修を実施
する。
・問題解決や政策形成能
力などを高める課題別研
修を実施する。
・新規採用職員や若手職
員の育成体制を強化す
る。 Ｂ

・各種研修を計画どおり実施した。
・技術職の専門研修は、今年度の
受講予定を全て修了した。
・若手職員の育成のため、階層別
研修やOJT研修、市長との懇談会
等を実施した。

Ｂ

・各種研修の実施により、それぞ
れの職階・職種に求められる業
務遂行能力・専門知識の向上を
図った。
・専門性の高い外部研修への受
講を通し、専門職の育成や事務
処理能力、政策形成能力等の資
質向上を図った。
・必要に応じて内容・実施時期・
対象等、見直しを行う。

―

・基礎・階層別研修を実施
する。
・問題解決や政策形成能
力などを高める課題別研
修を実施する。
・新規採用職員や若手職
員の育成体制を強化す
る。

35　人事評価制度の構築と適正な運用

・人事評価制度の導入に
より、能力や業績の評価
と任用・昇給等への反映
が適切に行われ、人材育
成や組織の士気高揚に
いかされた状態

・人事評価を実施する。
・適正な運用を図るため、
評価者研修を実施する。
・運用結果を検証し、必要
に応じて制度の見直しを
行う。

Ｂ

・評価者間の評価水準の平準化を
図るため、評価の実施に当たり、実
践的な評価者研修（ケーススタ
ディ）を実施した。
・アンケートについては、期末面談
の実施に併せて発出した。

Ａ

・人事評価制度の運用自体は、
順調に進捗している。
・今後は、評価者間の評価水準
の平準化を図るため、さらに取り
組んでいく必要がある。
・また、引き続き運用結果の検証
を行い、必要に応じて制度の見
直しを行う。 ―

・人事評価を実施する。
・適正な運用を図るため、
評価者研修を実施する。
・運用結果を検証し、必要
に応じて制度の見直しを
行う。

36　危機管理能力の向上

・法令遵守をはじめ様々
なリスクに対するチェック
体制の強化を図り、職員
の危機管理意識の向上
が図られている状態

・危機管理能力の強化に
向け、各階層別研修にお
いてコンプライアンスをは
じめとするリスクマネジメン
ト研修を実施する。
・各職場においては、研修
受講後若しくは年度当初
において、職場内研修を
実施し、情報及び知識・認
識を共有する取組を行う。

Ｂ

・管理職等を対象に、法令順守やリ
スクマネジメント、部下職員のメンタ
ル不調への対応等について研修を
実施した。
・所属長対象の交通安全研修で
は、法令順守及び研修後の職場内
における情報共有の徹底を図っ
た。
・新規採用職員、採用3年目職員研
修では、健康管理のほか、事例を
基に公務員倫理や市職員としての
心構えを重ねて確認した。

Ａ

・研修を通して、法令順守や服務
規律の確保について確認し、公
務員として高い倫理観と危機管
理意識を持って業務に取り組む
意識付けが図られた。

―

・危機管理能力の強化に
向け、各階層別研修にお
いてコンプライアンスをは
じめとするリスクマネジメン
ト研修を実施する。
・各職場においては、研修
受講後若しくは年度当初
において、職場内研修を
実施し、情報及び知識・認
識を共有する取組を行う。

37　職場環境の整備

・働きやすい職場環境が
整備されている状態

※参考指標
・時間外勤務及び長時間
労働者数：前年度実績よ
り少ない状態
・有給休暇の取得日数：
10日以上

・年次有給休暇の計画的
な取得、時間外勤務及び
長時間労働者の縮減を図
るため、業務の進捗管理
を徹底し、係内の業務の
平準化やサポート等により
職員間の不均衡が解消さ
れるよう、研修等の機会に
意識づけを行う。
・休職者を出さない環境整
備を整える。

[達成目安]
・時間外勤務及び長時間
労働者数：前年度実績より
少ない状態
・有給休暇の取得日数：10
日以上

Ｂ

・夏期休暇や定時退庁日に合わせ
た年次有給休暇の取得について周
知し、積極的・計画的な休暇取得を
促した。
・副課長級及び係長級職員を対象
としたメンタルヘルスセミナーを実
施し、部下職員や自身の心の不調
の芽を見逃さず適切な対応ができ
るよう実践的な研修を行った。
・所属長が、期首・期末面談等を通
して職員の業務の進捗状況やメン
タル面の不調の有無等を確認し、
適切な指導を行った。
・新規採用職員後期研修や採用3
年目研修において、悩みを抱える
職員がいないか、表情や体調はど
うか、職員の様子に注視するととも
に、業務遂行に必要なスキルの習
得状況等を確認した。

[達成目安に対する状況]
・時間外勤務時間数（通常分）
　　　平成28年度　224,952時間
　　　平成29年度　259,373時間
　　　　＊副課長級職員分
　　　　　31,804時間含む（H29～）
・長時間労働者数
　平成28年度
　　月100時間超　134人
　　年間720時間超 22人
　平成29年度
　　月100時間超　129人
　　年間720時間超 20人
・有給休暇取得日数
　　　平成28年　9.53日
　　　平成29年　9.96日（速報値）

Ｂ

・研修や面談を通しての、メンタ
ルヘルス対策、業務の進捗管理
及び業務改善、職員間の積極的
なコミュニケーション等により、時
間外勤務の縮減や指定した休暇
の取得など、働きやすい職場環
境づくりに努めた。
・引き続き、職員が心身ともに良
好な状態で業務遂行できるよう
職場環境の整備が必要であり、
業務の進捗管理を徹底し、時間
外勤務及び長時間労働者数減、
年次有給休暇の取得促進を目
指す。

―

・年次有給休暇の計画的
な取得、時間外勤務及び
長時間労働者の縮減を図
るため、業務の進捗管理
を徹底し、係内の業務の
平準化やサポート等により
職員間の不均衡が解消さ
れるよう、研修等の機会に
意識づけを行う。
・休職者を出さない環境整
備を整える。

[達成目安]
・時間外勤務及び長時間
労働者数：前年度実績より
少ない状態
・有給休暇の取得日数：10
日以上



取組状況の評価（Ａ：計画を越えて実施、B：計画どおり実施、Ｃ：一部実施できず、Ｄ：実施に至らず）
取組工程に対する評価（A：順調に進捗しており、目標は達成の見込み、Ｂ：取組に課題又は改善の余地があるが、目標は達成の見込み、
Ｃ：進捗しているが、目標は未達成の見込み、Ｄ：取組に課題又は改善の余地があり、目標は未達成の見込み）

平成30年度

評
価

具体的な内容
評
価

平成30年度の到達目標
に対する達成見込み

計画内容
（Plan）

※下線部は変更箇所

大
項
目

中
項
目

番
号

平成30年度の
到達目標

（当初計画）

平成29年度

計画内容
（Plan）

取組状況
（Do）

取組工程に対する評価
（Check） 見直し、改善事項

（Action）

４ 「新しい公共」の創造・推進

⑴ 地域自治の推進

38　地域コミュニティ活動の推進

39　地域自治区制度の推進

・地域自治区制度が有効
に活用され、地域主体の
まちづくりが推進されてい
る状態
※参考（第６次総合計画
掲載）
・地域協議会の開催回数
　308回/年
　（H25:281回/年）
・地域協議会について
知っている市民の割合
（上越市市民の声アン
ケート）
　30.0％（H25:－）

・地域協議会委員と地域と
の意見交換を進めるととも
に、必要な研修の機会を
設け、委員が地域の現状
や課題について共通の認
識を持った上で自主的審
議などに取り組めるように
する。
・総合事務所・まちづくりセ
ンター職員が地域自治区
制度の趣旨を踏まえ円滑
かつ効果的な運用を図ら
れるよう職員研修の機会
を設ける。

Ｂ

・自主自立のまちづくりの推進ととも
に、市政に地域の声を届ける機関
として、各区の地域協議会では、諮
問事項や自主的審議事項の審議を
行った。
・また、地域協議会の活動を充実す
るため、委員への研修や地域協議
会をサポートする総合事務所等の
職員による情報共有のための会議
を行ったほか、地域協議会が直接
地域の声を聴くとともに、その活動
等を周知するため、地域に出向く意
見交換会を行った。
・さらに、地域協議会の活動状況を
広く市民に周知するため、地域協議
会だよりを発行・配付（市ホーム
ページへの掲載を含む）した。

Ｂ

・総体的に、各区の地域協議会
においては、新たに着手した自
主的審議の件数は増加傾向に
あり、審議内容も地域の課題解
決に向けて住民自身が担い手と
なった取組に関するものが増え
ている。
・また、地域協議会が地域に対し
て具体的なまちづくりの提案を行
い、地域住民とともに実践してい
る取組が生まれる状況に至って
いる。
・一方で、自主的審議のテーマの
設定に悩んだり、課題の解決に
向けた実行組織や担い手の確保
に苦労している協議会も一部に
生じている。

・地域協議会の役割は
「身近な地域の課題を
住民自らが考え、その
解決に向けて主体的に
取り組む」自主自立の
まちづくりの推進をして
いくことである。
このため、今後は、地
域協議会がその役割を
十分果たしていくことが
できるよう、各協議会
の取組や課題の共有
を図りつつ、自主的審
議の更なる活性化と協
議会の主体的な活動を
喚起するとともに、これ
らの取組を的確にサ
ポートしていく必要があ
る。

・地域協議会委員と地域と
の意見交換を進めるととも
に、必要な研修の機会を
設け、委員が地域の現状
や課題について共通の認
識を持った上で自主的審
議などに取り組めるように
する。
・総合事務所・まちづくりセン
ター職員が地域自治区制度
の趣旨を踏まえ円滑かつ効
果的な運用を図られるよう職
員研修の機会を設ける。

⑵ 市民活動の促進

40　多様な市民活動の促進

・多様な市民活動が推進
されている状態（地域活
動や市民活動に参画する
市民の増加など）
※参考（第6次総合計画
掲載）
・地域活動や市民活動に
参加している市民の割合
（上越市市民の声アン
ケート）再掲
　47.0％（H25:42.5％）
・ＮＰＯ・ボランティアセン
ターの市民活動団体の登
録団体数
　243団体（H26:231団体）

・ＮＰＯ・ボランティアセン
ターを拠点として、市民活
動に関する相談対応や活
動支援、多様な主体の連
携に向けた取組を実施す
る。

Ｂ

・市民活動への参画促進と市民活
動団体同士の連携が図られるよう、
市民活動交流会を9回開催したほ
か、市民活動体験ツアーを2回実施
した。参加人数が目標に達しない回
があったため、市内の大学に周知
するなど、参加人数の増加を図っ
た。また、市民活動に役立つ助成
金の募集や講演会の案内等の情
報を掲載したメール配信を月2回
行った。

Ａ

・参加人数が目標に達しない回
があったが、アンケートでは満足
度が高く、内容に対しては高評
価が得られた。メール配信は、月
2回の定期以外にも必要な情報
を随時発信した。

・より多くの人に市民活
動交流会等に参加して
もらえるよう、アンケー
トを分析し、ニーズを捉
えたテーマ設定を行
う。

・ＮＰＯ・ボランティアセン
ターを拠点として、市民活
動に関する相談対応や活
動支援、多様な主体の連
携に向けた取組を実施す
る。

・地域活動支援事業に
ついては、平成31年度
には事業を開始して10
年目を迎えることから、
目的や効果に照らして
現在の制度が適切なも
のとなっているかという
観点から検証を行い、
さらに効果的な制度・
運用の見直しにつなげ
ていく必要がある。

・地域コミュニティ活動の推
進を担う団体への支援を
行う。

[具体的な取組例]
・地域活動支援事業の実
施
・コミュニティ助成事業の実
施
・地域コミュニティ活動サ
ポート事業の実施

・地域のコミュニティ活動
がより自発的・主体的に
推進されている状態
※参考（第6次総合計画
掲載）
・地域活動や市民活動に
参加している市民の割合
（上越市市民の声アン
ケート）
　47.0％（H25:42.5％）
・集落や町内会などの地
域コミュニティ活動が盛ん
であると感じている市民
の割合（上越市市民の声
アンケート）
　62.0％（H25:55.5％）

・地域コミュニティ活動の
推進を担う団体への支援
を行う。

[具体的な取組例]
・地域活動支援事業の実
施
・コミュニティ助成事業の
実施
・地域コミュニティ活動サ
ポート事業の実施

Ｂ

・地域の課題解決や活力向上を図
るため、地域住民の自発的・自主
的な取組に資する制度として、地域
活動支援事業を実施した。
・地域活動支援事業の実施に当
たっては、地域協議会による主体
的な審議のほか、地域活動フォー
ラムの開催や、前年度の当事業を
活用した市民活動の実績などをとり
まとめた活動事例集の作成・配付を
行うなど、自主自立のまちづくりの
機運が高まるよう取り組んだ。
・平成29年度のコミュニティ助成事
業に採択された事業は、計画どおり
備品等の整備が行われ、地域活動
に活用された。
・平成30年度のコミュニティ助成事
業の希望団体に対し、申請書作成
のアドバイスを行い、39団体が漏れ
なく申請した。また、申請の優先順
位を決定するため、評価基準の見
直しを行い、適用した。
・地域コミュニティ活動サポート事業
では、地域の課題解決に取り組む
町内会等3団体がテーマに沿った
話し合いを実施した。また、平成28
年度に事業を行った2団体のフォ
ローアップを実施した。

Ａ

・地域活動支援事業について
は、平成29年度実績で提案件数
が382件となり、平成26年度実績
の337件と比較し、平成27年度
（388件）、平成28年度（380件）に
引き続き高い水準で推移するこ
とができたため、到達目標で目
指すべき状態に近づいているも
のと考えられる。
・平成29年度のコミュニティ助成
事業に採択された事業について
は、コミュニティセンターの建設
や整備された各種備品の活用に
より地域の活性化につなげようと
する意欲を確認できた。
・地域コミュニティ活動サポート事
業について、地域の課題解決に
向けた話し合いを行ったことによ
り、地域に関心をもち、事業に参
画していく機運が高まった。



取組状況の評価（Ａ：計画を越えて実施、B：計画どおり実施、Ｃ：一部実施できず、Ｄ：実施に至らず）
取組工程に対する評価（A：順調に進捗しており、目標は達成の見込み、Ｂ：取組に課題又は改善の余地があるが、目標は達成の見込み、
Ｃ：進捗しているが、目標は未達成の見込み、Ｄ：取組に課題又は改善の余地があり、目標は未達成の見込み）
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（Check） 見直し、改善事項
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⑶ 取組推進のための環境整備

41　まちづくりの人材育成

・まちづくりを担う人材が
育成され、市民活動が推
進されている状態
※参考（第６次総合計画
掲載）
・行動する人づくり事業
「元気の出るふるさと講
座」受講者数
　1,000人/年
　（H25:606人/年）

・まちづくりを担う人材育成
のための講習会等を開催
するほか、市民活動団体
が実施するまちづくりに関
する講座や講演会等の取
組を支援する。

[具体的な取組]
・元気の出るふるさと講座
・市民活動交流会等
・地域コミュニティ活動サ
ポート事業の実施

Ｂ

＜元気の出るふるさと講座＞
・12地区で元気の出るふるさと講座
を実施し、参加延べ人数は851人で
あった。

＜市民活動団体の支援＞
・市民活動への参画促進と市民活
動団体同士の連携が図られるよう、
市民活動交流会を9回開催したほ
か、市民活動体験ツアーを2回実施
した。参加人数が目標に達しない回
があったため、市内の大学に周知
するなど、参加人数の増加を図っ
た。また、市民活動に役立つ助成
金の募集や講演会の案内等の情
報を掲載したメール配信を月2回
行った。
・地域コミュニティ活動サポート事業
では、地域の課題解決に取り組む
町内会等3団体がテーマに沿った
話し合いを実施した。また、平成28
年度に事業を行った2団体のフォ
ローアップを実施した。

Ａ

＜元気の出るふるさと講座＞
・地域の団体に趣旨説明を行う
機会を設け、参加協力を求めた
ことや、参加者の学習要望を踏
まえた活動内容を企画したことに
より、当初目標参加延べ人数660
人を大きく上回る851人となった。

＜市民活動団体の支援＞
・参加人数が目標に達しない回
があったが、アンケートでは満足
度が高く、内容に対しては高評
価が得られた。メール配信は、月
2回の定期以外にも必要な情報
を随時発信した。
・地域コミュニティ活動サポート事
業について、地域の課題解決に
向けた話し合いを行ったことによ
り、地域に関心をもち、事業に参
画していく機運が高まった。

＜市民活動団体の支
援＞
・より多くの人に市民活
動交流会等に参加して
もらえるよう、アンケート
を分析し、ニーズを捉え
たテーマ設定を行う。

・まちづくりを担う人材育成
のための講習会等を開催
するほか、市民活動団体
が実施するまちづくりに関
する講座や講演会等の取
組を支援する。

[具体的な取組]
・元気の出るふるさと講座
・市民活動交流会等
・地域コミュニティ活動サ
ポート事業の実施

42　職員の意識向上と体制整備

・市民活動や協働の推進
に向けて、職員の意識向
上が図られている状態

※参考
・研修を受講した職員数：
400人（計画期間中）

・職員の意識向上を図るた
め、市民活動や協働に関
する職員研修を実施する
（年2回、対象者100人）。
・市民活動や協働に関す
る全庁的な取組を推進す
る。

Ｂ

・5月に新規採用職員（46人）、8月
に主任級職員（62人）を対象に、新
しい公共、協働の基本的な考え方
についての職員研修を実施した。
・7月に、全庁で間接経費に関する
調査を継続して実施し、協働におけ
る間接経費の必要性について認識
をもつ契機とした。また、平成30年
度予算の要求時に併せ、適正な間
接経費の計上に関する通知を行っ
た。

Ａ

・新規採用職員への研修では、
市民が主役のまちづくり全般の
取組を紹介した。また、主任級職
員への研修では、協働によるま
ちづくりの取組を紹介し、新しい
公共、協働について理解を深め
ることができた。

―

・職員の意識向上を図るた
め、市民活動や協働に関
する職員研修を実施する
（年2回、対象者100人）。
・市民活動や協働に関す
る全庁的な取組を推進す
る。
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